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予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

空港整備事業調査費

営繕宿舎費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0252

観光立国、交通安全対策、国土強靱化施策

29年度当初予算

63,462

86

4

0

63,552

0

0

国土交通省成長戦略会議報告（平成22年5月17日）
社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）
日本再興戦略2016（平成28年6月2日閣議決定）

63,552

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

40,464 31,300 43,211 99,589 0

30,469 41,507

執行率（％） 98% 97% 96%

昭和２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国土交通省成長戦略会議等に基づき、首都圏空港（羽田空港及び成田空港）の空港処理能力を2020年までに7.9万回（羽田空港：3.9万回、成田空港：4万回）
拡大することにより、2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の円滑な開催、首都圏の国際競争力強化、増加する訪日外国人旅行者の受入体制強化、
経済成長の促進を図るものである。

前年度から繰越し 20,814 12,242 16,406

39,541

補正予算

予備費等

当初予算 53,424

36,037

27年度

〈東京国際空港〉
　飛行経路見直しに必要となる航空保安施設、誘導路等の施設整備、CIQ施設整備、駐機場の整備、国際線・国内線地区を結ぶトンネル（際内トンネル）の整
備、空港アクセス道路の改良、連絡道路の整備、A滑走路等の耐震対策、航空機の安全かつ円滑な航空交通の確保のために必要な機器の更新・改良

〈成田国際空港〉
　庁舎耐震対策、ＣＩＱ施設の利便性向上のための整備に向けた実施設計、航空機の安全かつ円滑な航空交通の確保のために必要な機器の更新・改良

9,418

30,862

▲ 36,037

1,030

首都圏空港整備事業 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
空港計画課大都市圏空港調査室
首都圏空港課成田国際空港企画室

室長　中原　正顕
室長　鈴木　貴典

事業名

会計区分

29年度

3,039

翌年度へ繰越し ▲ 12,242

計

28年度

公共事業

▲ 16,406

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

32,425

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第４条

主要政策・施策

自動車安全特別会計空港整備勘定

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

124% 86% 66%



経
済
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政
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・
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K
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(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 24 航空交通ネットワークを強化する

政策 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 万回 74.7

単位

平成32年度までに羽田・成田両空港の空港処理能力を
現在の74.7万回から最大7.9万回拡大

26年度

26年度

39,541 30,469 41,507

年度

年度32
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

100 100

74.7

74.7 74.7

74.7

100達成度

74.7

74.7

年度

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

平成32年度までに羽田・成田両空港の空港処理能力を拡大することにより、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国人旅行者の受け入れ
及び航空交通ネットワークの強化を促進することができる。

-

32
定量的指標

74.7

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

39,541/2

27年度

41,507/2

51,676 44,667 69,830

万回

成果実績

目標値

成果指標 単位

万回成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-- 年度 年度

-

-

-

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

予算／空港数（羽田空港、成田空港）

単位当たり
コスト

27年度 28年度

首都圏空港の空港処理能
力の拡大

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

平成32年度までに羽田・成
田両空港の空港処理能力
を現在の74.7万回から最大
7.9万回拡大

年度

74.7

目標値 万回

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

- - -

単位
-

百万円

30,469/2

計画開始時

〈東京国際空港〉
　飛行経路見直しに必要となる航空保安施設、誘導路
等の施設整備、CIQ施設整備、駐機場の整備、国際線・
国内線地区を結ぶトンネル（際内トンネル）の整備、空
港アクセス道路の改良、連絡道路の整備、A滑走路等
の耐震対策、航空機の安全かつ円滑な航空交通の確
保のために必要な機器の更新・改良
〈成田国際空港〉
　庁舎耐震対策、ＣＩＱ施設の利便性向上のための整備
に向けた実施設計、航空機の安全かつ円滑な航空交
通の確保のために必要な機器の更新・改良

28年度 29年度

99,589/2

29年度活動見込

19,771 15,235 20,754

活動実績

28年度

百万円

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

年度

百万円

計算式
予算/空港
数（羽田、
成田）

49,795

26年度 27年度 28年度

74.7 74.7

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

目標最終年度

74.7

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　４．重点目標４　政策パッケージ４－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

99,589

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

74.7万回から最

大7.9万回拡大

74.7万回から最

大7.9万回拡大



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

供用予定を見込んで工程を管理しており、活動実績は見込
みに見合っている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業実施に先立ち、経済性、施工性等を含めた比較検討を
することによりコスト削減に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

平成26年度末に、平成28年度に目標としていた首都圏空港
の空港処理能力74.7万回を達成した。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国
人旅行客の受け入れ等に必要なものであり、国民並びに社
会のニーズを反映した事業である。

現地の施工条件に合わせて経済的かつ事業目的に即した
設計・施工を行っている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。
なお、土地使用料等は相手方が限定されるため、競争性の
ない随意契約となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

施設整備により空港処理能力が拡大し、空港処理能力の拡
大は、十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業実施に先立ち、調査、設計等を実施し、経済性、施工性
等を含めた比較検討をしている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事業目的に沿って真に必要な事業を実施している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

新たに設定した目標を達成するために必要な施設整備の選択と予算の重点化を図る。

平成26年度末に、平成28年度に目標としていた首都圏空港の空港処理能力74.7万回を達成した。平成29年度は空港処理能力拡大に必要な
整備を実施し、新たに設定した成果目標の達成に向けて首都圏空港整備事業を着実に推進する。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

本事業は、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国
人旅行客の受け入れ等に必要なものであり、国民並びに社
会のニーズを反映した事業である。

本事業は、首都圏の国際競争力の強化、増加する訪日外国
人旅行客の受け入れ等に必要なものであり、国民並びに社
会のニーズを反映した事業である。

○

○

地方整備局等において合理的な支出を行っている。

事業番号 事業名所管府省名

不測の計画の見直しや不調・不落札により執行に遅れが生
じた。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※端数処理の関係上、合計額は一致しない。

平成22年度

平成28年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

391

259

263

363

252

384

255

国土交通省

41,507百万円

空港整備にかかる工

事、調査、設計

Ａ：地方整備局等（４機関）

31,712百万円

工事の実施及び工事

にかかる調査・設計

Ｂ：公益法人等（11法人）

609百万円

発注者支援業務、調査

Ｃ：民間企業（163社）

31,008百万円

工事、設計、調査等

【一般競争契約（総合評価）等】

Ｅ：公益法人等（4法人）

91百万円

調査

Ｆ：民間企業（21社）

9,704百万円

機器製造、調査等

Ｄ：国立研究開発法人等

（3法人）95百万円

調査

【随意契約（その他）等】

【一般競争契約（総合評価）等】

【一般競争契約（最低価格）等】

【一般競争契約（総合評価）等】



支出先上位１０者リスト

A.関東地方整備局等

9,550

376

106

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

2

3

法　人　番　号

2000012100001

2000012100001 21,680

8000012100004

2000012100001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

4,445

E.(財)航空保安研究センター F. 三菱電機(株)

費　目

1

計 58

4

計

計 5,265 計 91

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 首都圏空港整備事業に関する調査 58 事業費 航空保安施設の更新 4,445

C.五洋・みらい特定建設工事共同企業体 D.国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所

費　目 使　途

事業費 滑走路地盤改良工事 5,265 事業費 空港基本施設の設計に関する研究

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費工事の実施及び工事にかかる調査・設計等

費　目

計 21,680 計 287

費　目 使　途

B.(一財)港湾空港総合技術センター
金　額

(百万円）

21,680 施工状況確認補助業務、資料作成業務等

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

91

金　額
(百万円）

A.関東地方整備局

287

関東地方整備局

東京航空局

気象庁

国土技術政策総合
研究所



Ｂ.公益法人等

30

28

29

(一財)計量計画研究
所

5011105004806 調査研究委託 3
随意契約

（企画競争）
1 100％

(一社)日本潜水協会 2010405001061 施工状況確認補助業務 1
一般競争契約
（総合評価）

1 96.7％

22

23

20

21

(一財)沿岸技術研究
センター

2010005018571
施工技術に関する検討業
務

23
一般競争契約
（総合評価）

1 98.8％

26

27

24

25

(一財)経済調査会 1010005002667 資材価格調査 0.1
一般競争契約
（最低価格）

1 93.1％

(一財)経済調査会 1010005002667 資材価格調査 62
一般競争契約
（総合評価）

1 94.5％

14

15

12

13

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

33
随意契約

（企画競争）
1 99.8％

18

19

16

17

(一財)東京都内湾漁
業環境整備協会

1010405008982 環境に関する調査 41
随意契約

（企画競争）
1 99.5％

(一財)みなと総合研
究財団

8010405009702 環境に関する調査 32
随意契約

（企画競争）
1 99.3％

6

7

4

5

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

6
一般競争契約
（総合評価）

1 97.8％

10

11

8

9

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705 資料作成業務 69
一般競争契約
（総合評価）

1 97.6％

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

3
随意契約

（企画競争）
1 98.9％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

11
一般競争契約
（総合評価）

1

一般競争契約
（総合評価）

1 98.4％

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

7
随意契約

（企画競争）
1 98.3％

2

98.7％

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

8

5010005002705 発注補助業務 37
一般競争契約
（総合評価）

1 94.4％

(一財)港湾空港総合
技術センター

(一財)港湾空港総合
技術センター

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705
施工技術に関する検討業
務

2
一般競争契約
（総合評価）

1 98.8％

5010005002705

4010405010556 土木積算基準データ収集 0.3
一般競争契約
（最低価格）

施工技術に関する検討業
務

1
一般競争契約
（総合評価）

1 89.6％

(一財)港湾空港総合
技術センター

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705 発注補助業務 52
一般競争契約
（総合評価）

1 94.4％

発注補助業務 33
国庫債務負担

行為等
1 94.4％

(一財)みなと総合研
究財団

8010405009702 環境に関する調査 38
随意契約

（企画競争）
1 99.2％

(一財)みなと総合研
究財団

5010005002705

(一財)東京都内湾漁
業環境整備協会

1010405008982 環境に関する調査 39
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

(一財)沿岸技術研究
センター

2010005018571
施工技術に関する検討業
務

31
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

8010405009702 環境に関する調査 12
随意契約

（企画競争）
1 98.3％

(一財)沿岸技術研究
センター

2010005018571
施工技術に関する検討業
務

0.2
随意契約

（企画競争）
1 99.4％

(一財)経済調査会 1010005002667 資材価格調査 3
一般競争契約
（総合評価）

1 97.1％

(一財)沿岸技術研究
センター

2010005018571
施工技術に関する検討業
務

25
一般競争契約
（総合評価）

1 89.5％

特定非営利活動法
人みなとサポート

9020005005091 資料作成業務 3
一般競争契約
（総合評価）

1 95.1％

特定非営利活動法
人みなとサポート

9020005005091 資料作成業務 2
一般競争契約
（総合評価）

1 96.3％

(一財)国土技術研究
センター

4010405000185 諸経費動向調査 6
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

1 84.2％
(一財)日本建設情報
総合センター



Ｃ.民間企業

Ｄ.国立研究開発法人等

1

2

3

国立大学法人東京
大学

5010005007398 調査研究委託 2
随意契約
（公募）

1 77.3％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

21 前田建設工業(株) 4010001008789 防潮堤築造工事 890
一般競争契約
（総合評価）

4 88.9％

15

16

13

14

(株)NIPPO 9010001034987 誘導路改良工事 1,204
一般競争契約
（総合評価）

6 89.6％

19

20

17

18

(株)JALファシリ
ティーズ

9010801009288 建物解体工事 486
一般競争契約
（総合評価）

1 90.2％

鹿島道路(株) 1010001001805 エプロン舗装工事 1,175
一般競争契約
（総合評価）

1 97.3％

契約が年度末となったことから
配置予定技術者の確保が困難
であったものと推察される。入札
公告時期を見直すことにより、
入札参加を促進する。

7

8

5

6

五洋・みらい特定建
設工事共同企業体

滑走路地盤改良工事 522
一般競争契約
（総合評価）

6 89.6％

11

12

9

10

若築・あおみ特定建
設工事共同企業体

護岸改修等工事 408
一般競争契約
（総合評価）

3 94.6％

羽田空港国際線エプ
ロンＰＦＩ（株）

4011101040905 エプロン整備等事業 480
国庫債務負担

行為等
3 81％

3

4

1

2

五洋・みらい特定建
設工事共同企業体

滑走路地盤改良工事 1,884
一般競争契約
（総合評価）

6 89.6％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

五洋・みらい特定建
設工事共同企業体

滑走路地盤改良工事 1,490
一般競争契約
（総合評価）

3 91.7％

五洋・みらい特定建
設工事共同企業体

誘導路地盤改良工事 798
一般競争契約
（総合評価）

3 90.1％

五洋・みらい特定建
設工事共同企業体

際内トンネルアプローチ部
築造工事

570
一般競争契約
（総合評価）

3 90.2％

羽田空港国際線エプ
ロンＰＦＩ（株）

4011101040905 エプロン整備等事業 1,937
一般競争契約
（総合評価）

3 81％

若築・あおみ特定建
設工事共同企業体

用地造成工事 1,624
一般競争契約
（総合評価）

6 90.6％

大成建設（株） 2190001009400 庁舎新築工事 654
国庫債務負担

行為等
2 91.6％

大成建設（株） 2190001009400 庁舎新築工事 750
一般競争契約
（総合評価）

2 91.6％

大成建設（株） 2190001009400 仮庁舎新築工事 199
一般競争契約
（総合評価）

1 97.7％

(株)NIPPO 9010001034987 ＧＳＥ通路舗装工事 56
一般競争契約
（総合評価）

4 90％

清水・五洋特定建設
工事共同企業体

際内トンネル築造工事 1,175
一般競争契約
（総合評価）

4 88.8％

(株)JALファシリ
ティーズ

9010801009288 機器保管庫新築工事 279
一般競争契約
（総合評価）

2 99.9％

(株)JALファシリ
ティーズ

9010801009288 建物解体工事 273
一般競争契約
（総合評価）

1 94.9％

大成ロテック・日本道
路特定建設工事共
同企業体

エプロン舗装工事 964
一般競争契約
（総合評価）

7 89.7％

国立研究開発法人
海上・港湾・航空技
術研究所

5012405001732 調査研究委託 91
随意契約
（その他）

1 99.9％

国立大学法人横浜
国立大学

6020005004971 調査研究委託 2
随意契約
（公募）

1 75.3％



Ｅ.公益法人

9

10

7

8

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

10
一般競争契約
（最低価格）

1 94.8％

(財)航空保安無線シ
ステム協会

6010005012249
首都圏空港整備事業に関
する調査

15
一般競争契約
（最低価格）

3 96.9％

1

2

5

6

3

4

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

9
一般競争契約
（最低価格）

1 94.8％

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

10
一般競争契約
（最低価格）

3 82.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

13
一般競争契約
（最低価格）

2 72.8％

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

7
一般競争契約
（最低価格）

3 64.2％

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

6
一般競争契約
（最低価格）

2 79.7％

(財)航空保安研究セ
ンター

2010405010707
首都圏空港整備事業に関
する調査

3
一般競争契約
（最低価格）

3 64.2％

(財)航空交通管制協
会

4010805001956
首都圏空港整備事業に関
する調査

9
一般競争契約
（最低価格）

4 83.9％

(一財)空港環境整備
協会

1011105005394
首都圏空港整備事業に関
する調査

9
一般競争契約
（最低価格）

2 81.1％



Ｆ.民間企業

26

27

24

25

(株)博報堂 8010401024011
首都圏空港整備事業に関
する検討業務

98
随意契約

（企画競争）
1 98.4％

28

29

(株)航空システム
サービス

4010401009577
統合スポット管理システム
（仮称）基本設計

6
一般競争契約
（最低価格）

3 35.9％

(株)信光 7020001095287
ＳＳＲ－１５型二次監視レー
ダー装置等の部品の購入

76
一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％

18

19

16

17

沖電気工業(株) 7010401006126 通信制御装置７式の製造 1,318
国庫債務負担

行為等
1 96.7％

22

23

20

21

沖電気工業(株) 7010401006126
無線電話制御監視装置１５
式の製造

237
一般競争契約
（最低価格）

1 97.3％

沖電気工業(株) 7010401006126 通信制御装置７式の製造 454
国庫債務負担

行為等
1 96.7％

10

11

8

9

日本電気(株) 7010401022916
TDU－１４型管制情報表示
装置９式の製造

806
国庫債務負担

行為等
1 95.7％

14

15

12

13

日本電気(株) 7010401022916
ＯＲＭ－１３型運用・信頼性
管理装置１式の製造

44
一般競争契約
（最低価格）

1 96.8％

日本電気(株) 7010401022916
ＧＢＡＳ－１６型ＧＢＡＳ装置
１式の製造

283
一般競争契約
（最低価格）

3 93.2％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

三菱電機(株) 4010001008772
空港管制処理システム（Ｔ
ＡＰＳ）の部品の購入

225
一般競争契約
（最低価格）

1 96.1％

三菱電機(株) 4010001008772
飛行場管制訓練システム
（ACTS)の製造

1,104
国庫債務負担

行為等
1 97.7％

三菱電機(株) 4010001008772
空港管制処理システム
（TAPS)運用機器一式の製
造及び調整

1,075
国庫債務負担

行為等
1 96.9％

三菱電機(株) 4010001008772
空港管制処理システム
（TAPS)性能向上、機器一
式の製造及び調整

354
一般競争契約
（総合評価）

1 95.9％

三菱電機(株) 4010001008772
ＷＡＭ－１６型広域マルチ
ラテレーション装置１式の
製造

169
一般競争契約
（最低価格）

2 63.1％

三菱電機(株) 4010001008772
空港管制処理システム
（TAPS)運用機器一式の製
造及び調整

181
国庫債務負担

行為等
1 96.9％

三菱電機(株) 4010001008772
ＷＡＭ－１５型広域マルチ
ラテレーション装置等の部
品の購入

18
一般競争契約
（最低価格）

1 94.6％

日本電気(株) 7010401022916
ＳＬＩＭ－１６型特定空域
ターゲットデータ抽出装置３
式の製造

572
一般競争契約
（最低価格）

1 98.9％

日本電気(株) 7010401022916

平成２８年度歳入処理端末
システム性能向上（機器更
新対応ほか）および調整作
業

102
一般競争契約
（総合評価）

1 94.3％

日本電気(株) 7010401022916
ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視
レーダー装置等の部品の
購入

12
一般競争契約
（最低価格）

1 98.4％

日本電気(株) 7010401022916
ＴＤＵ－１４型管制情報表
示装置等の部品の購入

5
一般競争契約
（最低価格）

1 94.6％

日本電気(株) 7010401022916
ＴＤＵ－１４型管制情報表
示装置９式の製造

490
国庫債務負担

行為等
1 95.7％

沖電気工業(株) 7010401006126
ＣＣＳ－０９型通信制御装
置等の部品の購入

36
一般競争契約
（最低価格）

1 98.7％

沖電気工業(株) 7010401006126
無線電話制御監視装置１５
式の製造

9
一般競争契約
（最低価格）

1 97.3％

(株)石川コンピュー
タ・センター

3220001000949
航空安全推進ネットワーク
更改に係るハードウェア等
購入及び据付調整

297
一般競争契約
（総合評価）

1 85.6％

(株)三菱総合研究所 6010001030403
首都圏空港整備事業に関
する検討業務

95
随意契約

（企画競争）
1 99.9％

(株)三菱総合研究所 6010001030403
首都圏空港整備事業に関
する技術調査

15
一般競争契約
（最低価格）

2 35％

(株)日本空港コンサ
ルタンツ

5010001075465
首都圏空港整備事業に関
する検討業務

35
一般競争契約
（最低価格）

1 92.8％

(株)航空システム
サービス

4010401009577
次期エプロン監視用ITV装
置に関する技術調査

10
一般競争契約
（最低価格）

3 95.7％

(株)NTTデータ・アイ 2011101056358
首都圏空港整備事業に関
する検討業務

15
一般競争契約
（最低価格）

3 84.5％



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

羽田空港国際
線エプロン
PFI(株)

C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 4011101040905 エプロン等整備事業 51,997
一般競争契約
（総合評価）

3 81％

3
際内トンネルアプローチ部
築造工事

4,506
一般競争契約
（総合評価）

3 90.2％

4 4010001008772
ＷＡＭ－１６型広域マルチ
ラテレーション装置１式の
製造

624
一般競争契約
（最低価格）

2 63.1％

C
清水・五洋特
定建設工事共
同企業体

C
五洋・みらい
特定建設工事
共同企業体

F 三菱電機(株)

5 4010001008772
空港管制処理システム
（TAPS)性能向上、機器一
式の製造及び調整

4,536
一般競争契約
（総合評価）

1 95.9％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

2 際内トンネル築造工事 24,214
一般競争契約
（総合評価）

4 88.8％

6 7010401022916
ＧＢＡＳ－１６型ＧＢＡＳ装置
１式の製造

1,009
一般競争契約
（最低価格）

3 93.2％

7 2190001009400 仮設庁舎新築工事 497
一般競争契約
（総合評価）

1 97.7％

F 三菱電機(株)

F 日本電気(株)

C 大成建設(株)

8 施工状況確認補助業務 361
一般競争契約
（総合評価）

1 94.2％

9 6010701001991
統合管制情報処理システ
ム設置工事

400
一般競争契約
（最低価格）

2 93.8％

10 8010001012795 管制訓練システム更新 136
一般競争契約
（総合評価）

3 84.9％

C
沖ウィンテック
(株)

C (株)エレテック

B

(一財)港湾空
港総合技術セ
ンター・(株)ポ
ルテック設計
共同体

11 6010001135680
統合管制情報処理システ
ム設置工事

222
一般競争契約
（最低価格）

1 93.4％C
NECネッツエス
アイ(株)



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0253

観光立国、交通安全対策、国土強靱化施策

29年度当初予算

3,743

0

3,743

0

0

・関西国際空港について（平成14年12月18日 財務・国土交
通大臣間合意）
・新関西国際空港株式会社について（平成23年12月21日 財
務・国土交通大臣間合意）
・社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）
・国土交通省重点政策2016（平成28年8月）

-

3,743

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

8,380 7,420 9,136 4,322 0

7,251 8,289

執行率（％） 97% 98% 91%

昭和３３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

関西国際空港・大阪国際空港については、安全安心の確保を前提としつつ、競争力の強化を図ることが重要であり、航空保安施設の整備等を行い、航空機
の安全運航を図る。
関空・伊丹のコンセッションによって民間事業者がそのノウハウを最大限に活用しつつ、より効率的で緊張感ある経営を実現出来る仕組みを確立すること等に
より、関空債務の早期の確実な返済を行い、関西国際空港の国際拠点空港としての再生・強化及び関西全体の航空輸送需要の拡大を図る。

前年度から繰越し 414 708 1,506

8,146

補正予算

予備費等

当初予算 8,209

579

27年度

・航空保安施設の更新等の実施

-

8,674

- -

▲ 579

-

関西国際空港整備事業 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 近畿圏・中部圏空港政策室
参事官（空港担当）
村田　有

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 708

計

28年度

公共事業

▲ 1,506

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

8,218

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第4条

主要政策・施策

自動車安全特別会計空港整備勘定

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

94% 88% 101%



本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 航空交通ネットワークを強化する

政策 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

8,146 7,251 8,289

年度

年度-
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

100 100

0

0 0

0

100 -

-

-

達成度

0

-

0

年度

-

0

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

航空保安施設の更新を行うことにより、航空機の安全確保並びに航空交通ネットワークの強化を図る。

-

- -
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

8,146/2

27年度

8,289/2

9,088 8,926 9,715

件

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

--

-

年度 年度

-

-

-

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

実績値　／　実施空港数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

施設の老朽化を起因とした
航空機事故件数。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

施設の老朽化を起因とした
航空機事故を起こさない。

年度

- -

目標値 -

-

％

- - -

単位
-

百万円

7,251/2

計画開始時

航空保安施設の整備等に要するコスト（関空・伊丹）

28年度 29年度

4,322/2

29年度活動見込

4,073 3,626 4,145

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

百万円

計算式 　　/

2,161

26年度 27年度 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　１．重点目標１　政策パッケージ１－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

4,322

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

航空保安施設の更新については、耐用年数等を踏まえた中
期的な計画に基づき実施されており、見込みに見合った予
算額を措置した上で、着実に執行されている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

老朽化状況を踏まえ、更新時期について精査した上で予算
措置を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

航空保安施設の更新については、耐用年数等を踏まえた中
期的な計画に基づき実施されており、見込みに見合った予
算額を措置した上で、着実に執行されている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

航空機の安全運航を確保するために必要な事業であり優先
度が高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。
なお、土地使用料等は相手方が限定されるため、競争性の
ない随意契約となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

更新された航空保安施設には充分な機能が確保されてい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

類似事業は存在しない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業実施に先立ち、調査、設計等を実施し、経済性、施工性
等を含めた比較検討をしている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

老朽化状況を踏まえ、更新時期について精査した上で予算
措置を図っている。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き更新時期の精査等、航空保安施設の更新経費等の効率的、効果的な予算の執行に向けた取組を検討する。

平成23年12月の財務・国土交通大臣合意の内容に基づき、補給金については、コンセッションが実現されるまでの間は引き続き必要最小限度
の額を措置することとされているが、段階的に削減し、補給金依存体質からの脱却を図るとされている。これを踏まえ、平成27年度より補給金
の要求は実施していない。
また、航空保安施設については、老朽化状況等を踏まえ、更新時期等について精査した上で予算措置を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

航空保安施設の更新については、航空機の安全運航や定
時運航を確保するために必要な事業である。
航空ネットワーク全体を維持するために必要な施設整備で
あり、国自らが実施するべき事業である。

○

○

本省及び大阪航空局等において予算を執行しており、入札
及び契約内容の妥当性については、競争入札等を実施する
ことで透明性・公平性・競争性の確保に努めている。

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 2,828 計 0

C.関西エアポート(株) D.

費　目 使　途

1

事業費
関西国際空港第１旅客ターミナルビル官庁
部分改修工事委託

306

事業費
関西国際空港Ⅰ期進入灯施設における屋
外配電設備更新に関する工事委託

195

事業費
関西国際空港第１旅客ターミナルビル官庁
部分改修（その２）委託

183

事業費
関西国際空港Ⅰ期進入灯施設における無
停電電源装置更新に関する実施設計委託

事業費
関西国際空港ＬＣＣターミナルビル官庁部分
建設委託

2,143

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費TDU－１４型管制情報表示装置９式の製造

費　目

計 1,264 計 4,464

費　目 使　途

ＴＤＵ－１４型管制情報表示装置等の部品
の購入

2

B.大阪航空局
金　額

(百万円）

1,205

平成22年度

平成28年度

事業費
ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視レーダー装置等の
部品の購入

工事の実施及び工事に係る設計・調査等

57

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.日本電気（株）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

事業費

4,464

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

392

260

264

364

253

385

256

国土交通省

8,289百万円

A.民間企業（16社）

3,807百万円

B.地方航空局等（2機関）

4,482百万円

C.民間企業（33社）

4,482百万円

予算配分・地方航空局等への助 航空管制機器製造・設置等

工事の実施及び

工事に係る設計・調査等

【一般競争契約（最低価格）等】

【随意契約（その他）等】

工事の実施及び

工事に係る設計・調査等



支出先上位１０者リスト

A.

B.

空港管制処理システム
（TAPS)非常用機器一式の
製造及び調整

1 99.6％

一般競争契約
（総合評価）

随意契約
（その他）

一般競争契約
（最低価格）

空港管制処理システム（Ｔ
ＡＰＳ）の部品の購入等

平成28年度航空保安情報
ネットワークサービスの調
達（その２）

ＲＡＧ回線光回線化に関す
るサービス申込み

ＣＣＳ－２０００Ａ型通信制
御装置３式の製造等

航空安全推進ネットワーク
更改に係るハードウェア等
購入及び据付調整

ＣＣＳ－１６－３型通信制御
装置１式の製造

ＷＲＵ－０７型気象情報受
信装置等の部品の購入

ＳＳＲ－１５型二次監視レー
ダー装置等の部品の購入

195

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

59

903

179

146

38

69

57
一般競争契約
（総合評価）

1 96.2％

123

85.6％

- 100％

0.3

国庫債務負担
行為等

711

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

4,464

2 気象庁 8000012100004
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

18

ＤＲＥＣ－２００４Ｃ型デジタ
ル録音再生装置８式の製
造

スペクトラムアナライザⅤ
型１式の購入

2 98.3％
一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

2(株)HATO
ディジタル・オシロスコープ
Ⅲ型９式の購入

15

16

14

2 98.8％

41.7％

1 75.2％

12

17

49

2

34

1 93％2010001007784

7020001095287

6010801000811

9010001125753

9010001125753

11

10

一般競争契約
（最低価格）

国庫債務負担
行為等

一般競争契約
（最低価格）

13

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3012401012867

3220001000949

2010001007784

TDU－１４型管制情報表示
装置９式の製造

ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視
レーダー装置等の部品の
購入等

通信制御装置７式の製造

通信制御装置２式の製造
等

空港管制処理システム
（TAPS)運用機器一式の製
造及び調整

1 98.4％

2

3

- -

法　人　番　号

7010401022916

7010401022916 1,205

1 96.8％

1

10

95.4％

7010401006126

7010401006126

4010001008772

4010001008772

4010001008772

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

国庫債務負担
行為等

7010001064648

7010001064648

6

1

8

7

1

5 - -

1 97.4％

4

9

1 97.1％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

11

日本電気（株）

日本電気（株）

沖電気工業（株）

沖電気工業（株）

三菱電機（株）

三菱電機（株）

三菱電機（株）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

日本無線（株）

(株)石川コンピュー
タ・センター

明星電気(株)

明星電気(株)

(株)信光

池上通信機(株)

(株)HATO



C.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

15

13

14

日本無線(株) 3012401012867
無線電話送受信装置（ＪＨ
Ｖ－１７１－４）２式外２点購
入等

28
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

7

8

5

6

(株)東芝 2010401044997
大阪国際空港第２ＡＳＲ局
舎電力監視制御装置製造
及び設置

21
一般競争契約
（最低価格）

2 96.6％

11

12

9

10

(株)クリハラント 9120001063141
大阪国際空港第２ＴＳＲ装
置更新工事

106
一般競争契約
（総合評価）

4 99％

日本電気(株) 7010401022916
大阪国際空港外１空港ス
ポット情報表示部機器更新
作業等

220
一般競争契約
（最低価格）

1 96.3％

3

4

1

2

関西エアポート(株) 9120001194911
関西国際空港ＬＣＣターミナ
ルビル官庁部分建設委託
等

2,338
国庫債務負担

行為等
- -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

(株)東芝C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 2010401044997
関西国際空港受配電設備
機器一式製造及び設置

783
一般競争契約
（最低価格）

3 63.2％

3 9010001081674
関西国際空港庁舎用２５０
０ｋＶＡ発電装置一式の製
造

281
一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％

4 9120001063141
関西国際空港ＴＡＰＳ整備
その他工事

224
一般競争契約
（総合評価）

2 90.5％

A 三菱電機(株)

C
新潟原動機
(株)

C
(株)クリハラン
ト

5 8120001079171
大阪国際空港電源切換盤
設置その他工事

14
一般競争契約
（総合評価）

1 99.6％

2 4010001008772
空港管制処理システム
（TAPS)非常用機器一式の
製造及び調整

691
一般競争契約
（総合評価）

1 96.8％

C
宏電エテック
(株)

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

関西エアポート(株) 9120001194911
関西国際空港第１旅客ター
ミナルビル官庁部分改修
（その２）委託等

489
随意契約
（その他）

- 100％

ダイダン(株) 6120001045084
関西国際空港庁舎一般事
務室（Ⅱ期）その他空気調
和設備工事

408
一般競争契約
（総合評価）

1 99.8％

(株)東芝 2010401044997
関西国際空港受配電設備
機器一式製造及び設置等

247
一般競争契約
（最低価格）

3 60.3％

(株)東芝 2010401044997
大阪国際空港マルチラテ
レーション装置一式製造
（製造・設置・調整）等

82
一般競争契約
（最低価格）

1 97.9％

(株)安藤・間 2010401051696
関西国際空港庁舎外１棟
改修工事

205
一般競争契約
（総合評価）

3 97％

(株)クリハラント 9120001063141
関西国際空港ＴＡＰＳ整備
その他工事

89
一般競争契約
（総合評価）

2 90.5％

新関西国際空港(株) 1120001169813
関西国際空港第１ターミナ
ルビルＣＩＱ施設の売買契
約の締結について

105
随意契約
（その他）

- 100％

新潟原動機(株) 9010001081674
関西国際空港庁舎用２５０
０ｋＶＡ発電装置一式の製
造

84
一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％

(株)日本エレクトリッ
ク・インスルメント

5013201006743
航空統合気象観測システ
ムの製作及び取付調整

8
一般競争契約
（最低価格）

2 92.2％

(株)日本エレクトリッ
ク・インスルメント

5013201006743
航空統合気象観測システ
ムの温湿度降水観測装置
用信号変換器等の製作

0.4
随意契約
（公募）

1 100％



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

空港整備事業調査費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0254

観光立国、交通安全対策、国土強靱化施策

29年度当初予算

2,282

30

0

2,312

0

0

・中部国際空港の整備について（平成9年12月24日大蔵・運
輸大臣間合意）
・社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）
・国土交通省重点政策2016（平成28年8月）

2,312

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

2,521 365 1,067 2,431 0

353 1,065

執行率（％） 94% 97% 100%

平成１０年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

安全安心の確保を前提としつつ、競争力の強化を図ることが重要であり、航空保安施設の整備等を行い、航空機の安全運航を図る。

前年度から繰越し 148 42 20

2,361

補正予算

予備費等

当初予算 1,166

119

27年度

航空保安施設の更新等の実施

2,415

-

▲ 119

-

中部国際空港整備事業 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 近畿圏・中部圏空港政策室
参事官（空港担当）
村田　有

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 42

計

28年度

公共事業

▲ 20

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

343

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第4条

主要政策・施策

自動車安全特別会計空港整備勘定

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 103% 91%



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

2,361 353 1,065

年度

年度
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

100 100

0

0 0

0

100 -

-

-

達成度

0

0

年度

-

0

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

航空保安施設の更新等の適切な実施により、航空機の安全で確実な運航を確保並びに航空交通ネットワークの強化を図る。

-

定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

2,361/1

27年度

1,065/1

2,563 385 1,185

成果実績

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

--

-

年度 年度

-

-

-

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

実績額／実施空港数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

施設の老朽化を起因とした
航空機事故件数。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

施設の老朽化を起因とした
航空機事故を起こさない。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

- - -

単位
-

百万円

353/1

計画開始時

航空保安施設等の整備に要するコスト

28年度 29年度

2,431/1

29年度活動見込

2,361 353 1,065

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

百万円

計算式 　　/

2,431

26年度 27年度 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　１．重点目標１　政策パッケージ１－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

2,431

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

航空保安施設の更新については、耐用年数等を踏まえた中
期的な計画に基づき実施されており、見込みに見合った予
算額を措置した上で、着実に執行されている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

老朽化状況を踏まえ、更新時期について精査した上で予算
措置を図っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

航空保安施設の更新については、耐用年数等を踏まえた中
期的な計画に基づき実施されており、見込みに見合った予
算額を措置した上で、着実に執行されている。また、更新さ
れた航空保安施設には充分な機能が確保されている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

航空機の安全運航を確保するために必要な事業であり、優
先度が高い。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札の実施により透明性・公平性・競争性の確保に努
めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用などに
より、一社応札等の改善を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

航空の安全運航のために十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

事業実施に先立ち、調査、設計等を実施し、経済性、施工性
等を含めた比較検討をしている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

老朽化状況を踏まえ、更新時期について精査した上で予算
措置を図っている。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き更新時期の精査等、航空保安施設の更新経費等の効率的、効果的な予算の執行に向けた取り組みを検討する。

航空保安施設等については、老朽化状況を踏まえ、更新時期等を精査した上で予算措置を行っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

航空機の安全な運航や定時運航の確保のために必要な事
業である。
航空ネットワーク全体を維持するために必要な施設整備で
あり、国自らが実施すべき事業である。

○

○

本省及び大阪航空局等において予算を執行しており、入札
及び契約内容の妥当性については、競争入札等を実施する
ことで透明性・公平性・競争性の確保に努めている。

事業番号 事業名所管府省名



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 15 計 0

C.（株）日本空港コンサルタンツ D.

費　目 使　途

事業費
中部国際空港ＴＡＰＳ整備その他工事外１件
実施設計

15

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視レーダー装置３式
の製造

費　目

計 658 計 49

費　目 使　途

ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視レーダー装置等の
部品の購入

8

B.大阪航空局
金　額

(百万円）

531

平成22年度

平成28年度

事業費 ＴＤＵ－１４型管制情報表示装置２式の製造

工事の実施及び工事に係る設計・調査等

119

使　途

事業費費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.日本電気（株）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

事業費

49

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

392

260

265

364

253

385

257

国土交通省

1,065百万円

予算配分

A.民間企業（10社）

1,017百万円

【一般競争入札（最低価格）等】

航空管制用機器製

造・調整等

B.大阪航空局

49百万円

工事の実施及び工

事に係る設計・調査

C.民間企業（11社）

49百万円

工事の実施及び工

事に係る設計・調査

【一般競争入札（最低価格）等】



支出先上位１０者リスト

A.

B

ＷＡＭ－１５型広域マルチ
ラテレーション装置等の部
品の購入

2 47.4％

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（総合評価）

ＷＡＭ－１５型広域マルチ
ラテレーション装置等の部
品の購入

中部圏の航空需要と空港
のあり方等に関する調査

ＴＨ－０９型無線電話送信
装置等の部品の購入
航空安全推進ネットワーク
更改に係るハードウェア等
購入及び据付調整
ＣＣＳ－０９型通信制御装
置等の部品の購入

ＲＨ－９３型無線電話受信
装置等の部品の購入

ＷＲＵ－０７型気象情報受
信装置等の部品の購入

スペクトラムアナライザⅡ
－Ｐ型４式の購入

11

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

119

8

178

30

18

7

3
一般競争契約
（最低価格）

1 85.6％

5

98.7％

1 97.7％

一般競争契約
（総合評価）

103

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

49

飛行場シミュレータ用ソフト
ウェア調整作業

1 94.9％
一般競争契約
（最低価格）

15

14

1 98.2％12 2

1

0.7

1 93％2010001007784

8012801001944

6130001013049 0.7

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

13

1 98.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3220001000949

7010401006126

3012401012867

ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視
レーダー装置３式の製造

ＴＤＵ－１４型管制情報表
示装置２式の製造
ＴＳＲ－０７Ｄ型空港監視
レーダー装置等の部品の
購入

通信制御装置４式の製造

空港管制処理システム（Ｔ
ＡＰＳ）運用機器一式の製
造及び調整

1 99.9％

2

3

2 97.4％

法　人　番　号

7010401022916

7010401022916 531

1 94.6％

1

10

94.6％

7010401022916

7010401006126

4010001008772

4010001008772

4010001008772

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

6010001030403

2010001098064

6

1

8

7

1

5 1 97.3％

1 99.7％

4

9

1 95.5％

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

11

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)

沖電気工業（株）

三菱電気（株）

三菱電気（株）

三菱電気（株）

（株）三菱総合研究
所

（株）日立国際電気

(株)石川コンピュー
タ・センター

沖電気工業（株）

日本無線（株）

明星電気（株）

エム・イー（株）

(株)テクノブレイン



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

7

8

5

6

沖電気工業（株） 7010401006126
中部ＲＣＭ装置改修外５件
作業

4
一般競争契約
（最低価格）

1 94.7％

11

12

9

10

（株）サンネクト 5010401011573
福江空港ＲＡＧ空港用ＩＴＶ
装置調整作業

1
一般競争契約
（最低価格）

1 96.8％

（株）綜企画設計 8010001078721
中部国際空港庁舎外３件
改修実施設計

3
一般競争契約
（最低価格）

6 59.7％

3

4

1

2

（株）日本空港コンサ
ルタンツ

5010001075465
中部国際空港ＴＡＰＳ整備
その他工事外１件実施設
計

15
一般競争契約
（最低価格）

7 87.8％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

沖電気工業
（株）

A

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 7010401006126 通信制御装置４式の製造 3,132
一般競争契約
（最低価格）

1 98.9％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

3 7010401022916
TDU-14型管制情報表示装
置２式の製造

740
一般競争契約
（最低価格）

1 95.5％

A 三菱電機（株）

A 日本電気（株）

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

2 4010001008772
空港管制処理システム（Ｔ
ＡＰＳ）運用機器一式の製
造及び調整

1,782
一般競争契約
（総合評価）

1 97.3％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

空港エンジニアリン
グ（株）

1120001063066
中部国際空港第２ＴＳＲ装
置更新工事実施設計

8
一般競争契約
（最低価格）

6 94.6％

（株）伸和総合設計 5010401014584
中部国際空港瞬時電圧低
下補償装置設置工事外５
件実施設計

7
一般競争契約
（最低価格）

1 97.3％

明星電気（株） 2010001007784
福岡空港ＷＲＵ装置調整そ
の他作業外６件作業

4
一般競争契約
（最低価格）

1 90.3％

沖電気工業（株） 7010401006126
中部国際空港ＣＣＳ装置調
整外１件作業

2
一般競争契約
（最低価格）

1 94.3％

NECネッツエスアイ
（株）

6010001135680
能登仮設ＶＯＲ／ＤＭＥ装
置設置工事（前金払）

1
一般競争契約
（総合評価）

3 91.8％

日本無線（株） 3012401012867
中部国際空港音声自動化
装置調整作業外１２件作業

1
一般競争契約
（最低価格）

1 98.5％

双海電設（株） 8180001098422
中部＊福江空港ＲＡＧ化危
機管理対応整備その他工
事（中部）

0.9
随意契約
（少額）

2 93.2％

双海電設（株） 8180001098422
中部＊中部国際空港ＡＴＩＳ
音声自動化装置更新工事

0.6
随意契約
（少額）

2 91％



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

58% 64% 115%

自動車安全特別会計空港整備勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の
防止等に関する法律（以下「騒防法」と表記。）第5条、
第6条、第8条の2、第9条、第9条の2、第28条

主要政策・施策

2,998

実施方法

26年度

空港周辺環境対策事業 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負、補助

担当課室 空港業務課 課長　岡本　誠司

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 299

計

28年度

公共事業

▲ 795

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

・住宅防音工事補助：第1種区域に所在する住宅において、航空機騒音による障害を軽減するための防音工事に対し助成を行う。
　(補助率：防音工事　概ね99％　空調機器更新　50～60％　等）
・教育施設等防音工事補助（学校・病院等）：教育、診療活動等に必要な静穏性を確保するため、学校・病院等の防音工事に対し助成を行う。 （補助率：防音
工事　原則100％　空調機器更新　75％・37.5％　等）
・移転補償事業：第2種区域に所在する建物等の所有者が、区域外に移転又は除去する場合の損失の補償又は土地の所有者からの申し出に対して土地の
買い入れを行う。
・緩衝緑地帯等整備事業：第3種区域において、緑地帯その他の緩衝地帯を整備し、騒音を軽減する。

- -

3,980

- -

▲ 91

-補正予算

予備費等

当初予算 2,085

91795

2,298

昭和４２年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

航空機騒音については、環境基本法に基づき「航空機騒音に係る環境基準」が定められており、当該基準の達成が航空機騒音対策の目的である。基準を達
成していない空港については、関係住民の生活に障害が生じていることから、防音工事等を推進することにより、住民の生活環境を改善することが必要であ
る。騒音対策は、騒防法による特定飛行場の設置者の責務として定められた措置であり、空港周辺環境対策事業が十分に実施されることにより、空港の円
滑な運営が担保される。

前年度から繰越し 839 299

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

4,520 2,502 2,789 3,037 0

1,913 2,402

執行率（％） 51% 76% 86%

独立行政法人改革等に関する基本的な方針
（平成25年12月24日閣議決定）

- -

2,946

関係する計画、
通知等

2,149

▲ 1

2,946

0

0

事業番号 0255

-

29年度当初予算

798

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

教育施設等騒音防止対策
事業費補助

空港周辺環境整備事業費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

学校防音工事補助及び移転補償の申請案件増加による。
百万円未満を四捨五入したため、29年度当初予算の誤差を「その他」
で計上している。

30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

355

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

環境基本法（平成5年法律第91号）第16条第1項の規定に基づく「航空機騒音に係る環境基準について」（昭和48年12月27日環境庁告示第154
号、平成19年12月17日改正 環境省告示第114号）　第２ 達成期間等（http://www.env.go.jp/kijun/oto2.html）

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

戸

計算式 千円/戸

1,856

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

658,889/355

29年度活動見込

2,466 1,930 1,508

活動実績

28年度

千円

単位

計画開始時

住宅防音工事実施家屋数

28年度 29年度

- - -

単位

戸

262,495/136

％

防音工事対象世帯に対す
る航空機騒音に係る環境
基準の屋内達成率

※平成27年度に那覇空港
の騒音対策区域を一部拡
大し、防音工事対象家屋数
（母数）が増えたため、成果
実績・達成度が下がってい
る。
※目標値の設定において、
適切なアウトカムとしての
最終目標値は100%である
が、右記理由により最終目
標年度は設定できない。

年度

- -

目標値 －

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

航空機騒音に係る環境基
準の屋内達成家屋率（中間
目標及び最終目標につい
ては、住宅所有者等の希
望時期により変動すること
から設定できない）

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／住宅防音工事実施家屋数

単位当たり
コスト

-

-

年度 年度

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

26 307 355

4,931/2

27年度

515,803/342

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

空港周辺環境対策事業を実施することにより、関係住民の生活環境を改善し、理解を得ることで航空ネットワークを強化することができる。

-

- -
定量的指標

-

100

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

95.2 93.1

-

93.1 93.8

-

93.8 -

-

-

達成度

95.2

-

-

年度 年度-

2 136 342

年度

26年度

26年度

実績値 － -

単位

－

施策 24　航空交通ネットワークを強化する

政策 6　国際競争力、観光交流、広域・地域関連等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



移転補償事業において、土地や建物の所有者と契約に至ら
なかった案件の繰り越しが発生した。

騒音防止事業（一般防音）

移転措置事業

0333

0326

防衛省

事業番号 事業名所管府省名

騒音防止事業（住宅防音）0329

防衛省

防衛省

○

補助金に係る予算の執行の適正化に関する法律等に基づ
き、地方公共団体等に補助金を交付している。

本事業は、騒防法による特定飛行場の設置管理者の責務で
あることから、民間等に委ねることは困難である。

○

評　価項　　目

本事業を推進することにより、関係住民の生活環境が改善さ
れていることから、国民のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

事業目的に即した事業費や補助金等に使途しており、真に
必要なものに限定されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き予算の不用を極力生じさせないために、予算要求時点での精査を行うとともに、実際の事業を担う地方航空局とも連携を強化する。
また、活動指標及び活動実績の当初見込みを予定通り達成できるよう、住宅防音工事未実施者に対して制度の周知方法を検討する。

平成28年度の空港周辺環境対策事業は、翌年度への繰越しがあるものの平成27年度に比べ執行率の改善が図られたところである。（翌年度
への繰越しについては、上記の点検により妥当であることを確認した。）
また、活動指標及び活動実績についても、見込みと実績の割合が大幅に改善された。
以上のことから、引き続き昨年度に改善した取り組みを実施することとする。

○

防音工事を実施した住宅には、引き続き居住されていること
から、整備された施設は十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

防衛省では、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する
法律に基づき、防衛施設周辺での航空機の離着陸により生
ずる障害の防止、軽減を目的として事業を実施している。一
方、当局では、騒防法に基づき、特定飛行場での航空機の
離着陸により生じる障害の防止、軽減を目的として事業を実
施している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。
なお、移転補償事業は相手方が限定されるため、競争性の
ない随意契約となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

航空機騒音により生ずる障害の防止、航空機の離着陸の頻
繁な実施により生ずる損失の補償その他必要な措置を行
い、関係住民の生活の安定及び福祉の向上に寄与すること
から、必要かつ適切な事業であり、また、優先度の高い事業
である。

実績報告書の審査や成果検査に基づき、執行額を確定して
いることから、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

一般競争入札等により競争性を確保し、履行場所が同一で
あればまとめて発注する等、コスト縮減等に向けた工夫を
行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

環境基準の屋内達成率が目標達成に向けて順調に推移し
ている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

関係住民からの申請によるところがあるので、当初見込みに
は及ばなかったものの、徐々にではあるが実績値を伸ばして
いる。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

393

261

266

365

254

386

258平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

平成22年度

【補助】

（住宅騒音防止対策事業）

【補助】 ＜那覇市の例＞

【直轄】 【一般競争入札（最低価格）等】

（測量設計、工事）

【一般競争入札（最低価格）】

（測量設計）

【随意契約（少額）】

（調査、工事）

【随意契約（その他）】

（移転補償）

【随意契約（その他）】

（移転補償、緩衝緑地帯等整備）

（工事の実施及び工事に係る調査・
設計、補助事業の実施等）

（教育施設等騒音防止対策事業、

住宅騒音防止対策事業）

（工事の実施及び工事に係る調査・

設計、移転補償等の実施）

国土交通省

2,402 百万円

Ａ.（独）空港周辺整備機構

118 百万円 （個人 242人）

Ｂ.地方公共団体（9団体）

530 百万円

Ｄ.民間企業（14社）

209 百万円

Ｃ.本省航空局、地方航空局（2局）

1,754 百万円

Ｅ.公益法人（3法人）

126 百万円

Ｆ.民間企業（3社）

5 百万円

Ｈ.（独）空港周辺整備機構

1,384 百万円

○移転補償事務等委託

住居系 3件、非住居系6件、

1,353百万円

○緩衝緑地帯等整備事務委託

2箇所、1,452㎡、31 百万円

住宅騒音防止対策事業

○住宅の防音工事等補助

工事費 429,519,211 円

監理費 58,867,260 円

事務費 5,466,902円

計 493,853,373円

＜実績報告ベース＞

Ｇ.個人（2人）

30 百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

(独) 空港周辺整備
機構

函館市 9000020012025
住宅騒音防止対策事業費
補助

0.2 補助金等交付

住宅騒音防止対策事業費
補助

0.2 補助金等交付南国市

豊見城市 5000020472123
住宅騒音防止対策事業費
補助

0.3 補助金等交付

5000020392049

494

金　額
(百万円）

A. (独) 空港周辺整備機構

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

56

住宅騒音防止対策事業費補助

使　途

補助金

B. 那覇市
金　額

(百万円）

118

費　目 使　途

計 118 計 494

事業費
工事の実施及び工事に係る調査・設計、移
転補償等の実施

1,602 事業費 飛行コース公開システム更新等作業

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金住宅騒音防止対策事業費補助

費　目

C. 大阪航空局 D. 日本電気(株)

費　目 使　途

事業費
航空機騒音監視装置ゲートウェイシステム
更新作業

27

計 1,602 計 83

事業費 東京国際空港周辺航空機騒音等実態調査 15 事業費 大野城市立教育施設航空機騒音実態調査 0.9

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 航空機騒音基礎データ作成作業 43 事業費
仙台空港に係る航空機騒音監視システムの
ネットワーク調整作業

1

事業費 航空機騒音基礎データ作成作業その２ 10 事業費 東京国際空港航空機騒音測定局調整作業 0.5

事業費 東京国際空港航空機氷塊付着状況調査 5

計 73

費　目 使　途

事業費 移転補償契約 23

計

1

1,353

E. (一財)空港環境整備協会 F.  日本音響エンジニアリング(株)

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率

事業費 移転補償事務等委託契約

契約方式等

補助金等交付

事業費 緩衝緑地帯等整備事務委託契約

2.4

金　額
(百万円）

31

G. 個人①

費　目 使　途
金　額

(百万円）

法　人　番　号

1120905003729 118

H. (独) 空港周辺整備機構

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

住宅騒音防止対策事業費
補助

2 大田区 1000020131113
住宅騒音防止対策事業費
補助

12

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

那覇市 3000020472018
住宅騒音防止対策事業費
補助

493 補助金等交付

補助金等交付

新潟市 5000020151009
住宅騒音防止対策事業費
補助

12 補助金等交付

6

7

4

5

宮崎市 6000020452017
住宅騒音防止対策事業費
補助

10 補助金等交付

8

9

霧島市 8000020462187
住宅騒音防止対策事業費
補助

0.2 補助金等交付

松山市 3000020382019
住宅騒音防止対策事業費
補助

2 補助金等交付

計 23 計 1,384

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

D

E

(一財)空港環境整備
協会

1011105005394
東京国際空港航空機氷塊
付着状況調査

5
一般競争契約
（最低価格）

2 91.2％

(公社)宮崎県公共嘱
託登記土地家屋調
査士協会

5350005000063
宮崎空港場外用地調査測
量登記業務

42
一般競争契約
（最低価格）

1 87.1％

(一社)あさひ公共嘱
託登記土地家屋調
査士協会

1240005003361
高知空港場外用地調査測
量登記業務

11
一般競争契約
（最低価格）

6 46.1％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(一財)空港環境整備
協会

1011105005394
航空機騒音基礎データ作
成作業

43
一般競争契約
（最低価格）

2 73.3％

(株)三菱総合研究所 6010001030403
航空機騒音監視業務再構
築に関する基礎技術調査

0.8
一般競争契約
（最低価格）

2 35％

いであ(株) 7010901005494
宮崎空港場外用地土地履
歴等調査業務

0.8
指名競争契約
（最低価格）

5 36.3％

(株)ネットアルファ 1010001072631

東京国際空港の飛行経路
見直し後の運用時における
航空機の騒音の強度及び
ひん度の予測調査

5
一般競争契約
（最低価格）

2 52.2％

日本音響エンジニア
リング(株)

5010601015011
大分空港他１カ所航空機
騒音測定局更新作業

4
一般競争契約
（最低価格）

1 96.7％

(株)伸和総合設計 5010401014584
航空機騒音測定局(大宮台
局・浦安局)移設工事実施
設計

3
一般競争契約
（最低価格）

2 99.6％

(株)CTIウイング 2120001085010
那覇空港航空機騒音・飛行
経路・地上運用実態調査

12
一般競争契約
（最低価格）

3 53.6％

(株)CTIウイング 2120001085010
大分空港航空機騒音・飛行
経路・地上運用実態調査

8
一般競争契約
（最低価格）

3 77.3％

(株)増田地質工業 4470001003777
松山空港場外用地地下埋
設物状況調査業務

24
一般競争契約
（最低価格）

3 78.6％

日本電気(株) 4130001007762
飛行コース公開システム更
新等作業

56
一般競争契約
（最低価格）

1 98.6％

明治コンサルタント
(株)

8430001016837
宮崎空港場外用地地下埋
設物状況調査業務

23
一般競争契約
（最低価格）

2 72.9％

明治コンサルタント
(株)

8430001016837
高知空港場外用地地下埋
設物状況調査業務

9
一般競争契約
（最低価格）

4 78.3％

航空局 2000012100001 調査の実施 59

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る調査・設計、移転補償等
の実施

93

3

1

2

大阪航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る調査・設計、移転補償等
の実施

1,602

1

4

5

2

3

日本電気(株) 4130001007762
航空機騒音監視装置ゲー
トウェイシステム更新作業

27
一般競争契約
（最低価格）

1 99.4％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

(株)CTIウイング 2120001085010
函館空港周辺航空機騒音
等実態調査

10
一般競争契約
（最低価格）

4 74％

12

13

10

11

あおぞら土地家屋調
査士法人

2240005002734
宮崎空港場外用地調査測
量登記業務

9
一般競争契約
（最低価格）

2 81.1％

グリーンブルー(株) 8020001041835 那覇空港大気環境調査 13
一般競争契約
（最低価格）

2 57.5％

16

17

14

15

(株)中央クリエイト 2120001039024
春日市立教育施設航空機
騒音実態調査

2
一般競争契約
（最低価格）

6 43.7％

18 東亜開発(株) 9010601010479
松山空港場外用地土壌汚
染概況調査

0.5
指名競争契約
（最低価格）

9 38.6％

大和探査技術(株) 8010601025692
新潟空港周辺用地地下埋
設物調査業務

2
一般競争契約
（最低価格）

6 82.1％

1

2

5

6

3

4

(一財)空港環境整備
協会

1011105005394
航空機騒音基礎データ作
成作業その２

10
一般競争契約
（最低価格）

2 91％

(一財)空港環境整備
協会

1011105005394
東京国際空港周辺航空機
騒音等実態調査

15
一般競争契約
（最低価格）

2 65.7％



F

G

H

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

(独) 空港周辺整備
機構

1120905003729 移転補償事務等委託契約 1,353
随意契約
（その他）

1 100％

公共用飛行場周辺における航
空機騒音による障害の防止等
に関する法律による特命随意契
約

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人Ｂ 移転補償契約 7
随意契約
（その他）

- 100％

日本音響エンジニア
リング(株)

5010601015011
大野城市立教育施設航空
機騒音実態調査

0.9
随意契約
（少額）

2 90.5％

日本音響エンジニア
リング(株)

5010601015011
東京国際空港航空機騒音
測定局調整作業

0.5
随意契約
（少額）

2 99.5％

ジオテクノス(株) 3010601033089
新潟空港周辺用地土地利
用履歴調査

0.4
随意契約
（少額）

7 53.6％

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4

5

多摩川電気(株) 3011101027572
浦安市墓地公園航空機騒
音測定局移設工事

2
随意契約
（少額）

3 94.6％

日本音響エンジニア
リング(株)

5010601015011
仙台空港に係る航空機騒
音監視システムのネット
ワーク調整作業

1
随意契約
（少額）

2 98.8％

1

2

個人Ａ 移転補償契約 23
随意契約
（その他）

- 100％

1

2
(独) 空港周辺整備
機構

1120905003729
緩衝緑地帯等整備事務委
託契約

31
随意契約
（その他）

1 100％



別紙２

計 0 計 0

O. P.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

M. N.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

K. L.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I. J.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

補助金



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

72% 87% 108%

自動車安全特別会計空港整備勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第4条

主要政策・施策

65,248

実施方法

26年度

一般空港等整備事業（直轄）（耐震対策事業を除く） 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 空港計画課 課長　長谷川　武

事業名

会計区分

29年度

172

翌年度へ繰越し ▲ 29,566

計

28年度

公共事業

▲ 36,029

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

 ・滑走路増設事業を実施する。
 ・老朽化した空港施設の更新・改良を実施する。
 ・既存ストックを活用した旅客利便性向上等のための整備を実施する。

4,145

63,253

- -

▲ 28,918

20補正予算

予備費等

当初予算 71,277

28,91836,029

45,838

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国際競争力を強化するための基盤であり、地域における広域的な交流の拠点である空港について、航空利用者の視点も踏まえつつ、その機能を確保・維持
するとともに、航空における安全・安心を確保するための取組を着実に推進する。

前年度から繰越し 13,104 29,566

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

46,811 58,957 82,533 104,425 0

57,124 81,217

執行率（％） 98% 97% 98%

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）

-

75,507

関係する計画、
通知等

229

78

0

75,507

0

0

事業番号 　 0256

海洋政策、科学技術・イノベーション、観光立国、交通
安全対策、高齢社会対策、国土強靱化施策、障害者施
策、少子化社会対策、男女共同参画

29年度当初予算

75,200

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

空港整備事業調査費

営繕宿舎費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　１．重点目標１　政策パッケージ１－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

76

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　４．重点目標４　政策パッケージ４－２」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

空港

計算式 　　/

1,559

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

104,425/76

29年度活動見込

705 936 1,212

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

事業実施空港数

28年度 29年度

達成度 ％

- - -

単位
-

空港

57,124/61

％

福岡及び那覇空港にて滑
走路増設事業を実施し、空
港の処理能力を向上する。

定量的な成果目標

年度

- -

目標値 －

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

滑走路増設事業を実施し、
空港の処理能力が向上し
た空港数。

件

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

単位

実績額／実施空港数

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

空港成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 空港

施設の老朽化を起因とした
航空機事故を起こさない。

施設の老朽化を起因とした
航空機事故件数。

成果実績 件

目標値

62 61 67

45,838/65

27年度

81,217/67

改革
項目

分野： - -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

滑走路増設事業により空港の処理能力を向上することや、施設の老朽化を起因とした航空機事故を起こさないことは、国際競争力の強化、地域活力
の向上に繋がり、航空交通ネットワークの強化を促進することができる。

-

- -
定量的指標

2

100 100 100 -

0 0

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

0 0

-

0 0

-

0 -

-

-

達成度

0

-

-

年度 年度36

- 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

0 0 0 -

0 0 -

65 61 67

年度

26年度

26年度

実績値 － -

単位

-

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



工事の施工に伴い発生した状況変化等により、やむを得なく
計画を見直したことによるものであり、妥当である。

事業番号 事業名所管府省名

○

各地方整備局等で執行されており、合理的である。

国際航空輸送網又は国内航空輸送網の拠点となる空港は
国土交通大臣が設置・管理することとされている。

○

評　価項　　目

航空機の安全な運航及び航空ネットワークの基盤強化、利
便性向上が求められている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

事業目的に即した支出がされている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き事業の緊急性等を精査し、効率的・効果的な予算の執行に努めていく。

老朽化した施設の更新・改良等について、緊急性等精査のうえ真に必要な事業についてのみ実施しており、効率的・効果的な予算の執行に努
めている。

航空機の運航のために十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。
なお、土地使用料等は相手方が限定されるため、競争性の
ない随意契約となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際競争基盤の強化・拡充及び観光立国を推進するととも
に、地域の活性化に質する事業及び航空の安全・安心の確
保に必要な事業であり、優先度が高い。

積算基準等により算出しており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

コスト削減や効率化のため、発注ロットを大きくする等の工夫
を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

地域における広域的な交流の拠点である空港について、利
便性向上のために、滑走路処理能力を向上する空港の確保
数としており、成果目標に合致する。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおりの執行をしている。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

点検結果

空港法に基づき適切に負担しており、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

394

262

267

366

255

387

259平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

平成22年度

【一般競争入札（総合評価）　等】

【随意契約（その他）】

【一般競争入札（総合評価）　等】

【随意契約（その他）等】

【一般競争(最低価格)等】

【一般競争(最低価格)】

E．個人等（28名）

F．民間企業（25社）

9034百万円

G．公益法人等（1法人）

4百万円

1,103百万円

70,622百万円

C．国、地方公共団体（28団体）

324百万円

D．公益法人等（2法人）

130百万円

国土交通省

81,217百万円

Ａ．地方整備局等（15機関）

72,179百万円

Ｂ．民間企業（533社）

予算配分、事業採択

地方局への助言

工事の実施及び工事にかかる

調査、設計等

工事、設計、調査

土地使用料、業務委託費

航行船舶調査等

航行船舶調査等、土地使用料

機器製造・購入、調査等

航空機の安全運航に関する調

査



支出先上位１０者リスト

A.

沖縄総合事務局

大阪航空局

九州地方整備局

北海道開発局

東京航空局

気象庁

四国地方整備局

北陸地方整備局

国土技術政策総合
研究所

中国地方整備局

6,578

金　額
(百万円）

A.沖縄総合事務局

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

121

護岸築造工事

使　途

事業費

B.若築・りんかい日産・大米特定建設工事共同企業体
金　額

(百万円）

41,042

費　目 使　途

計 41,042 計 6,578

事業費 土地使用料・埋蔵文化財発掘調査委託 102 事業費 航行船舶監視業務

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費工事の実施及び工事にかかる調査・設計等

費　目

C.沖縄県 D.公益社団法人　西部海難防止協会

費　目 使　途

計 102 計 121

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費 用地費 461 事業費 航空保安施設の製造 2,351

計 461

5

4

費　目 使　途

事業費 航空機の安全運航に関する調査 4

9

計

8

7

6

1

2000012100001

2000012100001

E.福岡空港地主組合 F. 日本電気(株)

費　目

10

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

2,351

金　額
(百万円）

G.(公財)航空輸送技術研究センター

2

3

費　目 使　途
金　額

(百万円）

法　人　番　号

2000012100001

2000012010019 41,042

H.

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

2000012100001

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

計 4 計 0

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

10,091

7,677

5,360

980

267

254

1,021

3,040

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の積算基準及び施工
基準その他の工事実施に
関する事項の調査等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

1,866



B

みらい建設工業
(株)・飛島建設(株)・
座波建設(株)特定建
設工事共同企業体

- 埋立工事 1,967
一般競争契約
（総合評価）

9 90％

若築・南洋特定建設
工事共同企業体

- 護岸築造工事 1,045
一般競争契約
（総合評価）

8 90％

大成ロテック（株） 4010001034835 空港用地造成工事 163
一般競争契約
（総合評価）

3 90％

大成ロテック（株） 4010001034835 空港用地造成工事 145
一般競争契約
（総合評価）

2 87％

大成ロテック（株） 4010001034835 エプロン改良工事 203
一般競争契約
（総合評価）

6 90％

大成ロテック（株） 4010001034835 エプロン改良工事 411
一般競争契約
（総合評価）

8 90％

大成ロテック（株） 4010001034835 滑走路改良工事 229
一般競争契約
（総合評価）

9 88％

4010001034835 滑走路改良工事 519
一般競争契約
（総合評価）

3 88％

(株)NIPPO 9010001034987 誘導路改良工事 138
一般競争契約
（総合評価）

5 93％

滑走路改良工事 50
一般競争契約
（総合評価）

8 90％

東亜建設工業(株)・
(株)本間組・(株)大寛
組特定建設工事共
同企業体

- 護岸築造工事 2,567
国庫債務負担

行為等
5 89％

大成ロテック（株）

9010001034987

滑走路改良工事 223
一般競争契約
（総合評価）

6 91％

(株)NIPPO 9010001034987 道路改良工事 85
一般競争契約
（総合評価）

7 91％

(株)NIPPO

(株)NIPPO

(株)NIPPO 9010001034987 滑走路改良工事 503
一般競争契約
（総合評価）

6 92％

9010001034987

2

89％

あおみ建設・大本
組・座波建設特定建
設工事共同企業体

- 護岸築造工事 3,621

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

若築・りんかい日産・
大米特定建設工事
共同企業体

- 護岸築造工事 6,578
国庫債務負担

行為等
5

国庫債務負担
行為等

5 89％

東洋・大成・大寛特
定建設工事共同企
業体

- 埋立工事 3,138
国庫債務負担

行為等
8 90％

6

7

4

5

(株)NIPPO 9010001034987 滑走路改良工事 844
一般競争契約
（総合評価）

3 89％

10

11

8

9

(株)NIPPO 9010001034987 誘導路改良工事 146
一般競争契約
（総合評価）

5 89％

(株)NIPPO 9010001034987 誘導路改良工事 703
一般競争契約
（総合評価）

7 91％

14

15

12

13

りんかい日産建設・
前田建設工業・大城
組特定建設工事共
同企業体

- 埋立工事 2,661
国庫債務負担

行為等
4 90％

18

19

16

17

大成ロテック（株） 4010001034835 エプロン新設工事 422
一般競争契約
（総合評価）

7 97％

五洋建設・西松建
設・國場組特定建設
工事共同企業体

- 埋立工事 2,532
国庫債務負担

行為等
5 90％

22

23

20

21

大成ロテック（株） 4010001034835 エプロン新設工事 178
一般競争契約
（総合評価）

4 90％

26

24

25

若築・南洋特定建設
工事共同企業体

- 護岸築造工事 1,313
一般競争契約
（総合評価）

8 90％

大成ロテック（株） 4010001034835 エプロン改良工事 121
一般競争契約
（総合評価）

10 90％



C

D

E

漁業協同組合B - 漁業補償費 27
随意契約
（その他）

- 100％

浦添市土地開発公
社

3360005002589 土地使用料 23
随意契約
（その他）

- 100％

個人B - 土地に関する補償金 77
随意契約
（その他）

- 100％

個人C - 土地使用料 66
随意契約
（その他）

- 100％

漁業協同組合A - 漁場監視調査 51
一般競争契約
（最低価格）

1 96％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡空港地主組合 - 用地費 461
随意契約
（その他）

- 100％

(公社)西部海難防止
協会

5290805003008 航行船舶監視業務 100
一般競争契約
（総合評価）

1 96％

(公社)日本港湾協会 3360005002589
輸送強化にかかる検討業
務

9 その他 1 99％

糸満市 5000020472107 土地使用料 6
随意契約
（その他）

- 100％

大阪府 4000020270008 土地使用料 2
随意契約
（その他）

- 100％

沖縄総合事務局 - 土地使用料 34 その他 - 100％

熊本県 7000020430005 用地買収費 18
随意契約
（その他）

- 100％

稚内市 9000020012149 用地買収費、土地使用料 8
随意契約
（その他）

- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

福岡市 3000020401307 業務委託費 70
随意契約
（その他）

- 100％

3

4

1

2

沖縄県 1000020470007 土地使用料、業務委託費 102
随意契約
（その他）

- 100％

7

8

5

6

沖縄防衛局 - 土地使用料 16 その他 - 100％

9

10

長崎県 4000020420000 土地使用料 4
随意契約
（その他）

- 100％

那覇市 3000020472018 業務委託費 6
随意契約
（その他）

- 100％

1

2

3

(公社)西部海難防止
協会

5290805003008
航空機と船舶の航行運用
検討業務

21
一般競争契約
（総合評価）

1 93％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

5

6

3

4

福岡空港土地所有
者組合組合

- 用地費 100
随意契約
（その他）

- 100％

個人A - 土地に関する補償金 102
随意契約
（その他）

- 100％

9

10

7

8

個人D - 土地に関する補償金 49
随意契約
（その他）

- 100％

個人E - 土地に関する補償金 34
随意契約
（その他）

- 100％



F

G

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

パシフィックコンサル
タンツ(株)

8013401001509
訪日外国人増加対応検討
調査

11
一般競争契約
（最低価格）

2 79％

日本無線(株) 3012401012867
管制通信装置の部品の購
入

58
指名競争契約
（最低価格）

1 98％

(株)石川コンピュー
タ・センター

3220001000949
航空安全推進ネットワーク
の更新

561
一般競争契約
（総合評価）

1 86％

（株）東芝 2010401044997 進入レーダー装置の製造 352
一般競争契約
（最低価格）

3 97％

パシフィックコンサル
タンツ(株)

8013401001509 国際航空旅客動態調査 63
一般競争契約
（最低価格）

1 98％

三菱電機(株) 4010001008772
管制処理システムの部品
の購入

177
一般競争契約
（最低価格）

1 96％

三菱電機(株) 4010001008772
マルチラテレーション装置
の製造

154
国庫債務負担

行為等
3 39％

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648 光回線サービス申し込み 154 その他 - -

沖電気工業(株) 7010401006126 管制用通信装置の製造 12
一般競争契約
（最低価格）

1 97％

三菱電機(株) 4010001008772 管制処理システムの製造 632
国庫債務負担

行為等
1 97％

三菱電機(株) 4010001008772 管制処理システムの製造 461
国庫債務負担

行為等
1 98％

管制用レーダー装置の部
品の購入

26
一般競争契約
（最低価格）

1 98％

日本電気（株） 3010801008997
管制情報表示装置の部品
の購入

5
一般競争契約
（最低価格）

1 94％

沖電気工業(株) 7010401006126

沖電気工業(株) 7010401006126 管制用通信装置の製造 252
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

403
一般競争契約
（最低価格）

1 97％管制用無線装置の製造

日本電気（株） 3010801008997

日本電気（株） 3010801008997 管制情報表示装置の製造 541
国庫債務負担

行為等
1 96％

日本電気（株） 3010801008997
監視レーダー装置の部品
の購入

159
一般競争契約
（最低価格）

1 98％

日本電気（株） 3010801008997 管制無線装置の製造 101
一般競争契約
（最低価格）

2 98％

2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

6

7

4

5

日本電気（株） 3010801008997 管制情報表示装置の製造 105
一般競争契約
（最低価格）

1 95％

日本電気（株） 3010801008997
管制用レーダー装置の製
造

1,413
一般競争契約
（最低価格）

2 97％

10

11

8

9

沖電気工業(株) 7010401006126 管制用通信装置の製造 1,117
国庫債務負担

行為等
1 97％

14

15

12

13

沖電気工業(株) 7010401006126 管制用通信装置の製造 226
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

沖電気工業(株) 7010401006126 280
一般競争契約
（最低価格）

1 98％管制用通信装置の製造

18

19

16

17

三菱電機(株) 4010001008772 管制処理システムの製造 395
一般競争契約
（総合評価）

1 97％

22

23

20

21

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

7010001064648
情報ネットワークサービス
の調達

511
一般競争契約
（総合評価）

1 97％

三菱電機(株) 4010001008772
マルチラテレーション装置
の部品の購入

117
一般競争契約
（最低価格）

1 95％

26

27

24

25

（株）東芝 2010401044997 無線装置の製造 127
一般競争契約
（最低価格）

2 99％

28

29

(株)日立国際電気 2010001098064 管制用通信装置の製造 62
一般競争契約
（総合評価）

2 75％

(株)信光 7020001095287
監視レーダー装置の部品
の購入

323
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

1
(公財)航空輸送技術
研究センター

1010405000254
航空機地上走行時におけ
る安全化検討調査

4
一般競争契約
（最低価格）

1 88％



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

8 4010001008772 管制処理システムの製造 1,782
一般競争契約
（総合評価）

1 97％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

9 - 進入灯橋梁設置工事 1,678
一般競争契約
（総合評価）

4 91％

10 2010401044997 進入レーダー装置の製造 1,172
一般競争契約
（最低価格）

3 97％

B

五洋建設(株)・
(株)國場組異
工種建設工事
共同企業体

F （株）東芝

F 三菱電機(株)

6 1010001000006 進入灯橋梁設置工事 2,484
一般競争契約
（総合評価）

2 99％

7 - 進入灯橋梁設置工事 2,127
一般競争契約
（総合評価）

3 90％

B

大日本土木・
太名嘉組特定
建設工事共同
企業体

B 五洋建設(株)

B

東洋建設・屋
部土建異工種
建設工事共同
企業体

4 2010001131477 管制塔新築工事 3,089
一般競争契約
（総合評価）

1 99％

入札説明書の受領、現地見学
の参加者ともに多数あったもの
の、大規模工事のため配置予
定技術者の確保が困難であっ
たことが想定され、今後は技術
者確保のために、より十分な公
告期間を確保する。

B

あおみ建設・
大本組・丸元
建設特定建設
工事共同企業
体

F
沖電気工業
(株)

B
三井住友建設
(株)

5 - アンダーパス設置工事 2,498
一般競争契約
（総合評価）

7 90％

2 - 護岸築造工事 3,652
一般競争契約
（総合評価）

3 90％

3 7010401006126 管制用通信装置の製造 3,132
一般競争契約
（最低価格）

1 99％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

東洋・大成・屋
部特定建設工
事共同企業体

B

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - 護岸築造工事 4,069
一般競争契約
（総合評価）

9 90％



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 　 0257

交通安全対策、国土強靱化施策

29年度当初予算

3,126

0

3,126

0

0

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）

-

3,126

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

6,230 4,544 5,854 7,046 0

4,472 5,302

執行率（％） 97% 98% 91%

平成１９年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の継続性確保、飛
行中の航空機の安全確保を図る。

前年度から繰越し 2,079 1,719 1,911

6,074

補正予算

予備費等

当初予算 6,763

3,920

27年度

航空輸送上重要な空港等において、地震災害時に、緊急物資等輸送拠点としての機能確保、航空ネットワークの維持や背後圏経済活動の継続性確保、飛
行中の航空機の安全確保を図るため、最低限必要となる基本施設等並びに管制施設等の耐震対策を実施する。

1,100

5,210

- -

▲ 3,920

660

一般空港等整備事業（直轄）（耐震対策事業） 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 空港計画課 課長　長谷川　武

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 1,719

計

28年度

公共事業

▲ 1,911

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

4,736

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第4条

主要政策・施策

自動車安全特別会計空港整備勘定

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

103% 94% 67%



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 ％ 73

単位

航空輸送上重要な空港のうち地震時に救急・救命、緊
急物資輸送拠点としての機能を有する空港から一定範
囲に居住する人口の割合

26年度

26年度

19 14 13

年度

年度32
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

63 71

3,800

2,700 3,100

3,800

82 -

-

-

達成度

2,400

-

3,800

年度

3,800

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

航空輸送上重要な空港は、本事業で耐震対策を実施する空港に含まれており、本事業の成果が、航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救急・救
命、緊急物資輸送拠点としての機能を有する空港から一定範囲に居住する人口の増加に寄与することから、航空ネットワークの強化を促進すること
ができる。

-

32
定量的指標

74

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： -

6,074/19

27年度

5,302/13

19 14 13

万人

成果実績

目標値

成果指標 単位

万人成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

-- 年度 年度

-

-

-

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／事業実施空港数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

航空輸送上重要な空港等
のうち、一般空港等につい
て、地震災害時に、緊急物
資等輸送拠点としての機能
を有する空港から一定範囲
に居住する人口。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

航空輸送上重要な空港等
のうち、一般空港等につい
て、平成32年度までに、地
震災害時における緊急物
資等輸送拠点としての機能
を有する空港から一定範囲
に居住する人口を3,800万
人とする。

年度

79

目標値 ％

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

- - -

単位
-

空港

4,472/14

計画開始時

事業実施空港数

28年度 29年度

7,046/12

29年度活動見込

320 319 408

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

空港

計算式 　　/

587

26年度 27年度 28年度

74 74

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

84

目標最終年度

79

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　２．重点目標２　政策パッケージ２－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

12

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

空港法に基づき適切に負担しており、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

有

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

地盤改良工事の施工不良に伴うものであるため。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおりの執行をしている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

コスト削減や効率化のため、発注ロットを大きくする等の工夫
を行っている。

行政事業レビュー推進チームの所見

航空輸送上需要な空港等のうち、一般空港等について、地
震災害時における救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機
能を有する空港から一定範囲に居住する人口の割合として
おり、成果目標に合致する。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地震時に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能を確
保するための事業であり、優先度が高い。

積算基準等により算出しており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。
　なお、補償費は相手方が限定されるため、競争性のない随
意契約となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

航空機の安全運航に寄与している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事業目的に即した支出がされている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、航空輸送上重要な空港等について、地震災害時における救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能を確保できるよう、効率的・効
果的な予算の執行に努めていく。

航空輸送上重要な空港等について、地震災害時における救急・救命、緊急物資輸送拠点としての機能を確保することを成果目標として実施し
ており、効率的・効果的な予算の執行に努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

地震時における、円滑かつ迅速な応急活動が求められてい
る。

国際空港輸送網又は国内空港輸送網の拠点となる空港は
国土交通大臣が設置・管理することとされている。

○

○

各地方整備局等で執行されており、合理的である。

事業番号 事業名所管府省名

地盤改良工事の施工不良に伴う施工方法の検討等によるも
のであるため。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

計 17 計 4

C.(一財)沿岸技術研究センター D.全日本空輸（株）

費　目 使　途

事業費 耐震対策検討業務 17 事業費 共同溝耐震対策に伴う物件補償金

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費工事の実施及び工事にかかる調査・設計等

費　目

計 1,496 計 1,496

費　目 使　途

B.本間・みらい・りんかい日産特定建設工事共同体
金　額

(百万円）

1,496

平成22年度

平成28年度

滑走路耐震対策工事

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

4

金　額
(百万円）

A.北陸地方整備局

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

1,496

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

394

262

268

366

255

387

260

 【一般競争契約（総合評価）　等】

 【一般競争契約（総合評価）　等】

【随意契約（その他）】

国土交通省

5,302百万円

Ａ．地方整備局等（7機関）

5,302百万円

Ｂ．民間企業（28社）

5,260百万円

Ｄ．民間企業（4社）

8百万円

Ｃ．公益法人等（2法人）

33百万円

予算配分、事業採択

地方局への助言

工事の実施及び工事にかかる

調査、設計等

工事、設計、調査

物件移転補償費、損失補償金

設計、調査



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

515

868

763

745

237

677

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

4

2

3

北海道空港(株) 5430001043990
共同溝耐震対策に伴う物
件補償金

2
随意契約
（その他）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

2

(一財)沿岸技術研究
センター

2010005018571 耐震対策検討業務 17 その他 1 99％

6

7

4

5

大成建設(株) 4011101011880 庁舎耐震対策工事 210
一般競争契約
（総合評価）

1 99％

10

11

8

9

大豊建設(株) 3010001034869 地下構造物耐震対策工事 271
一般競争契約
（総合評価）

2 91％

勇建設(株) 1430001001408 地下構造物耐震対策工事 475
一般競争契約
（総合評価）

4 88％

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

本間・みらい・りんか
い日産特定建設工
事共同企業体

- 滑走路耐震対策工事 1,496
一般競争契約
（最低価格）

3

一般競争契約
（総合評価）

2 96％

大成建設(株) 4011101011880 庁舎耐震対策工事 610
一般競争契約
（総合評価）

1 99％

2

87％

(株)不動テトラ 4010001141053 庁舎耐震対策工事 727

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

工事の実施及び工事にか
かる調査・設計等

2

3

法　人　番　号

2000012100001

2000012100001 1,496

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

2000012100001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

6

1

7

5

4

4260001000102 地下構造物耐震対策工事 138
一般競争契約
（総合評価）

2 91％

洋伸建設(株)

機械開発北旺(株)

五洋建設(株) 1010001000006 滑走路耐震対策工事 470
一般競争契約
（総合評価）

5 89％

5430001021781 地下構造物耐震対策工事 354
一般競争契約
（総合評価）

3 91％

アイサワ工業(株)

若築建設(株) 6290801012011 滑走路耐震対策工事 179
一般競争契約
（総合評価）

5 90％

地下構造物耐震対策工事 83
一般競争契約
（総合評価）

1 94％9240001012202

北陸地方整備局

北海道開発局

九州地方整備局

東北地方整備局

大阪航空局

四国地方整備局

東京航空局

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(一財)港湾空港総合
技術センター

5010005002705 品質監視等補助業務 17
一般競争契約
（総合評価）

1 94％

全日本空輸(株) 1010401099027
共同溝耐震対策に伴う物
件補償金

4
随意契約
（その他）

日本航空(株) 7010701007666
共同溝耐震対策に伴う物
件補償金

2
随意契約
（その他）

東日本電信電話(株) 8011101028104
共同溝耐震対策に伴う物
件補償金

0.3
随意契約
（その他）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

(一財)港湾空
港総合技術セ
ンター

C

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 5010005002705 品質監視等補助業務 226
一般競争契約
（総合評価）

1 94％



（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費補助

後進地域特例法適用団体
補助率差額

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求

事業番号 0258

海洋政策、観光立国、交通安全対策、高齢社会対策、
国土強靱化施策、障害者施策、少子化社会対策、男女
共同参画

29年度当初予算

2,862

90

0

2,952

0

0

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）

0

2,952

関係する計画、
通知等

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

2,898 3,335 1,872 3,939 0

3,178 1,711

執行率（％） 97% 95% 91%

昭和３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国際競争力を強化するための基盤であり、地域における広域的な交流の拠点である空港について、航空利用者の視点も踏まえつつ、その機能を確保・維持
するとともに、航空における安全・安心を確保するための取組を着実に推進する。

前年度から繰越し 928 1,523 594

2,802

補正予算

予備費等

当初予算 1,716

987

27年度

 ・老朽化した空港施設の更新・改良を実施する。
 ・補助率　５０％等

549

2,813

0 0

▲ 987

680

一般空港等整備事業（補助） 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 空港計画課 課長　長谷川　武

事業名

会計区分

29年度

18

翌年度へ繰越し ▲ 1,523

計

28年度

公共事業

▲ 594

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

2,388

実施方法

26年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
空港法第４条、第５条

主要政策・施策

自動車安全特別会計空港整備勘定

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

80% 132% 76%



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

実績値 - -

単位

-

26年度

26年度

25 21 25

年度

年度
26年度 27年度 28年度

目標最終年度

100 100

0

0 0

0

100

0

達成度

0

0

年度

0

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

施設の老朽化を起因とした航空機事故を起こさないことは、国際競争力の強化、地域活力の向上に繋がり、航空交通ネットワークの強化を促進する
ことができる。

-

定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

改革
項目

分野： - -

2,802/25

27年度

1,711/25

21 16 19

件

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

-

年度 年度

-

-

-

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

実績額／実施空港数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

施設の老朽化を起因とした
航空機事故件数

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

施設の老朽化を起因とした
航空機事故を起こさない。

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

％

- - -

単位

空港

3,178/21

計画開始時

事業実施空港数

28年度 29年度

3,939/26

29年度活動見込

112.1 151.3 68.4

活動実績

28年度

百万円

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

空港

計算式 　　/

151.5

26年度 27年度 28年度

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

- -

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）「第２章　第２節　１．重点目標１　政策パッケージ１－１」参照
( http://www.mlit.go.jp/common/001104256.pdf )

29年度
活動見込

30年度
活動見込

26

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

空港法にもとづき適切に負担されており、妥当である。

国
費
投
入
の
必
要

性

点検結果

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みどおりの執行をしている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

行政事業レビュー推進チームの所見

航空における安全・安心を確保するために、老朽化を起因と
した航空機事故を起こさないこととしており、成果目標に合致
する。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

老朽化した空港施設の更新・改良等について、必要性を精
査したうえで優先度の高い事業を実施している。

積算基準等により算出されており、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

定期便等航空機の運航のために十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事業目的に即した支出がされている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き事業の緊急性等を精査し、効率的・効果的な予算の執行に努めていく。
なお、地方の自助努力や空港運営の透明性を促す取組についても引き続き実施していく。

老朽化した施設の更新・改良等について、緊急性等精査のうえ真に必要な事業についてのみ実施しており、効率的・効果的な予算の執行に努
めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

航空機の安全且つ安定運航を確保することが求められてい
る。
国際航空輸送網又は国内航空輸送網を形成する上で重要
な役割を果たす空港は地方公共団体が設置・管理することと
されている。

○

○

事業番号 事業名所管府省名

繰越額が多い理由は、工事の施工に伴い発生した状況変化
等により、やむを得なく計画を見直したことによるものであ
り、妥当である。



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土交通省

1,711百万円

地方公共団体が管理する空港において

実施される整備（更新・改良等）に対し、

事業費の一部を負担・補助する。

Ａ．地方公共団体（14団体）

1,711百万円

地方公共団体が管理する空港の整備

（更新・改良等）を実施する。

〈長崎県の例〉

工事費 379,502,752円

本工事費 364,056,448円

測量設計費     6,446,304円

後進地域特例法適用団体補助率差額

      56,800,000円 56,800,000円

合計 427,302,752円

 ＜実績報告ベース＞

事業費対馬空港における空港整備事業

費　目

計 427 計 402

費　目 使　途

事業費 7

44

A.代表例（長崎県 対馬空港）
金　額

(百万円）

402

後進地域特例法適用団体補助率差額

平成22年度

平成28年度

事業費 福江空港における空港整備事業

本工事費

25 事業費

使　途

事業費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

測量設計費

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A.長崎県

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

351

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

395

263

269

367

256

388

261

【補助】



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

秋田、大館能代空港にお
ける空港整備事業費

－

－

－

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

岡山空港における空港整
備事業費

鳥取空港における空港整
備事業費

但馬飛行場における空港
整備事業費

下地島空港における空港
整備事業費

148

361

198

187

47

18

18 - -

－117

- -

補助金等交付155

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

補助金等交付

補助金等交付

補助金等交付

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

－

－

－

1000020470007

対馬、福江空港における空
港整備事業

女満別、中標津、紋別空港
における空港整備事業費

青森空港における空港整
備事業費

屋久島、奄美、沖永良部空
港における空港整備事業
費

出雲空港における空港整
備事業費

－

- -

2

3

- -

法　人　番　号

7000020010006

4000020420000 427

- -

-

10

-

2000020020001

8000020460001

1000020320005

1000020050008

4000020330001

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

7000020310000

8000020280003

6

1

8

7

5 - -

- -

4

9

- -

補助金等交付

補助金等交付

－

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

長崎県

北海道

青森県

鹿児島県

島根県

秋田県

岡山県

鳥取県

兵庫県

沖縄県



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 94% 105%

自動車安全特別会計空港整備勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
航空法第９５条の２

主要政策・施策

25,982

実施方法

26年度

航空路整備事業（管制施設整備） 担当部局庁 航空局　交通管制部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 交通管制企画課 課長　山腰 俊博

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 2,641

計

28年度

公共事業

▲ 3,792

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

航空機の安全かつ円滑な航空交通の確保のために必要な管制施設の更新・改良。

- -

24,957

- -

▲ 1,653

-補正予算

予備費等

当初予算 30,643

1,6533,793

24,454

昭和２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

航空交通の安全確保を最優先としつつ、首都圏などの混雑空港・空域における航空交通容量の拡大やニーズの多様化に対応した効率的な運航を実現する
ために、管制施設等の性能を確保するとともに、我が国の航空交通の特徴を踏まえ、航空機側の性能向上と調和のとれた航空交通システムの整備を行う。

前年度から繰越し 2,851 2,641

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

25,167 24,831 32,783 32,296 0

24,377 32,245

執行率（％） 97% 98% 98%

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）

-

30,643

関係する計画、
通知等

12

0

30,643

0

0

事業番号 0259

観光立国、交通安全対策、ＩＴ戦略

29年度当初予算

30,631

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

航空路整備事業費

航空路整備事業調査費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

53

-

47

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「交通政策審議会航空分科会基本政策部会とりまとめ」第１５回基本政策部会（2014年4月23日）決議
（http://www.mlit.go.jp/common/001042443.pdf）

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

計算式
百万円/箇
所

-

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

-

29年度活動見込

330.5 353.3 496.1

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

更新・改良事業を行う施設数

28年度 29年度

- - -

単位
-

箇所

24,377/69

％

平成37年度までに管制取
扱い機数（飛行計画ベー
ス）を180万機

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

管制取扱い機数（飛行計画
ベース）

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

事業費全体（年度毎）／事業実施箇所数（年度毎）

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

万機
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 万機

55 53 45

24,454/74

27年度

32,245/65

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

航空機の安全かつ円滑な航空交通の安全確保のために必要な管制施設等の更新・改良することにより、首都圏などの混雑空港・空域における航空
交通容量の拡大やニーズの多様化に対応した効率的な運航が実現され、航空交通ネットワーク強化に繋がる。

-

- -
定量的指標

-

180

-

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

89.9 93.4

-

168.2 175.3

-

97.4 -

-

-

達成度

161.9

-

-

年度 年度37

74 69 65

年度

26年度

26年度

実績値 － -

単位

－

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

国が直接支出していることから、妥当である。

航空ネットワーク全体を維持するために必要な施設整備で
あり、国自らが実施することとしている。

○

評　価項　　目

航空交通容量拡大のニーズに対応している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

事業目的に即した支出である。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、効率的な予算執行に向けた更なる競争性の確保について検討する。

航空交通の安全確保をしつつ、航空交通容量の拡大のための整備を実施しており、効率的・効果的な予算の執行に努めている。

事業目的に即して十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

資材選定等にあたり、費用比較を実施しており、事業実施に
あたり、効果的・低コストで実施出来ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

安全かつ円滑な航空交通を実現するための事業であり、優
先度が高い。

積算基準等により算出されており、妥当。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

新技術の導入等によりコスト縮減に取り組んでいる。

行政事業レビュー推進チームの所見

安全を確保しつつ、航空交通容量を拡大に取り組んでおり、
成果目標達成にむけて成果実績が伸びている。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みとおり実施している。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

高い執行率であり、検討の対象外。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

航空サービス対価であり、妥当。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

396

264

270

368

257

389

262平成25年度 平成26年度 平成27年度

103

平成23年度

金　額
(百万円）

A.日本電気(株)

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

296

平成28年度

衛星を利用した整備に係る要件調査

使　途

事業費

B.(一財)航空保安無線システム協会
金　額

(百万円）

9,768

平成22年度

費　目 使　途

計 9,768 計 103

事業費 工事の実施及び工事に係る設計・調査等 2,274 事業費 管制部設備の設置工事

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費管制情報処理システム・表示装置の製造

費　目

C.東京航空局 D.須賀工業(株)

費　目 使　途

計 2,274 計 296

国土交通省

32,245百万円

予算配分・地方局

への助言等

A.民間企業

（32社）

27,188百万円

機器製造・工事

・設計・調査等

【一般競争入札（最低価格）等】

Ｂ.財団法人

（4団体）

151百万円

設計・調査等

【一般競争入札（最低価格）等】

C.地方航空局等

（11機関）

4,905百万円

工事の実施及び

工事にかかる調

査・設計等

D.民間企業等

（147社）

4,905百万円

【一般競争入札（最低価格）等】

機器製造・工事

・設計・調査等



支出先上位１０者リスト

A.

日本電気（株）

日本電気（株）

日本電気（株）

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ

(株)エヌ・ティ・ティ・
データ

沖電気工業(株)

沖電気工業(株)

(株)JECC

りんくうカレッジサー
ビス(株)

(株)東芝

(株)東芝

三菱電機(株)

三菱電機(株)

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

2

5 1 93.2％

1 98.9％

4

9

1 96.3％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

11

8

7

6

1

7010401006126

2010001033475

1 97.7％

1

10

98.1％

7010401022916

9010601021385

9010601021385

9010601021385

7010401006126

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

国庫債務負担
行為等

1 96.8％

2

3

1 96.5％

法　人　番　号

7010401022916

7010401022916 4,310

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（総合評価）

国庫債務負担
行為等

13

1 95.9％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

2120001113786

2010401044997

2010401044997

管制情報処理システムの
製造

管制情報表示装置の製造

管制情報処理システムの
製造

管制情報処理システムの
製造

管制情報処理システムの
部品交換作業

14

2 95％

85.8％

3 88.3％

- -

国庫債務負担
行為等

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

1

12

17

283

183

130

那覇ACCパートナー
ズ(株)

(株)三菱総合研究所

(株)三菱総合研究所

194

119

1 94.7％

97.2％

4010001008772

4010001008772

7010001064648

7010001064648

7010001064648

249

13

管制施設用通信回線接続
装置の調達

管制施設用通信回線使用
料

管制情報処理システムの
整備に係る設計

18

1 97.4％
一般競争契約
（総合評価）

その他

随意契約
（公募）

6010001030403

6010001030403

1
エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ(株)

21

管制施設用通信回線接続
装置の調達

那覇航空交通管制部管理
棟建替整備等事業

管制情報処理システムの
整備に係る要件調査

19

20

15

16

4360001005999

38

4
一般競争契約
（最低価格）

6010001030403 20
航空通信システムの整備
に係る要件調査

98.6％(株)三菱総合研究所

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

国庫債務負担
行為等

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

3,108

2,350

8,169

510

1,088

732

434
一般競争契約
（最低価格）

6 83.3％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

4,112

98.4％

1 100％

6

一般競争契約
（最低価格）

300

管制情報処理システムの
保守

2 87.3％

3 67％

国庫債務負担
行為等

随意契約
（公募）

国庫債務負担
行為等

管制卓の製造

管制卓の製造

管制情報処理システム電
子計算機の賃貸借

航空保安大学校本校移転
整備等事業

管制用レーダー装置の製
造

広域マルチラテレーション
装置の製造

管制情報処理システムの
保守

教育用広域マルチラテレー
ション装置の製造

49



B

C

東京航空交通管制
部

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

55

システム開発評価・
危機管理センター

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

15

気象庁 8000012100004
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

410

福岡航空交通管制
部

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

238

航空保安大学校 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

102

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

大阪航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

1,558

管制運用の改善に係る要
件調査

5
一般競争契約
（最低価格）

2 79.7％
(一財)航空保安研究
センター

(一財)航空保安研究
センター

2010405010707
管制運用の改善に係る要
件調査

10
一般競争契約
（最低価格）

3 61.6％

2010405010707

2

94.4％

(一財)航空保安無線
システム協会

6010005012249
衛星を利用した整備に係る
要件調査

35

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(一財)航空保安無線
システム協会

6010005012249
衛星を利用した整備に係る
要件調査

36
一般競争契約
（最低価格）

2

一般競争契約
（最低価格）

3 94.8％

(一財)航空保安無線
システム協会

6010005012249
管制用衛星システムの製
造にかかる監督補助

32
国庫債務負担

行為等
3 98.1％

6

7

4

5

(一財)航空交通管制
協会

4010805001956
飛行方式設計に係る要件
調査

15
一般競争契約
（最低価格）

2 95.8％

8 (一財)経済調査会 1010005002667
無線工事の実施に係る要
件調査

9
指名競争契約
（最低価格）

1 98.6％

(一財)航空交通管制
協会

4010805001956
管制運用の改善に係る要
件調査

10
一般競争契約
（最低価格）

3 97.6％

3

4

1

2

東京航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

2,274

7

8

5

6

航空保安大学校岩
沼研修センター

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

158

9

10

那覇航空交通管制
部

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

27

札幌航空交通管制
部

2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計・調査等

66



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

ペガサスプラント(株) 1290001016585 管制用受配電設備の製造 2
随意契約
（少額）

2 97％

(株)日立製作所 7010001008844
管制用気象装置の改修作
業

35
随意契約
（公募）

1 99.9％

(株)日立製作所 7010001008844
管制用機械設備の改修作
業

20
一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％

ペガサスプラント(株) 1290001016585
管制部無停電電源装置の
移設工事

47
一般競争契約
（総合評価）

1 98.7％

富士電機(株) 9020001071492
管制部無停電電源装置の
ケーブル敷設工事

1
随意契約
（少額）

2 98.7％

沖電気工業(株) 7010401006126
管制用支援装置の調整作
業

178
一般競争契約
（最低価格）

1 93.7％

共同建設(株) 5120001032513
衛星センター庁舎の改修
工事

152
一般競争契約
（総合評価）

3 99.8％

日本電気(株) 7010401022916
運用・信頼性管理装置の調
整作業

110
一般競争契約
（最低価格）

1 97％

三栄電気工業(株) 4120001064499
管制部電源装置の設置工
事

221
一般競争契約
（総合評価）

1 91.4％

国光施設工業(株) 1010001043046
管制部照明設備の設置工
事

217
一般競争契約
（総合評価）

8 93％

須賀工業(株) 1010501032696
管制部機械設備の設置工
事

181
一般競争契約
（総合評価）

2 98.1％

東武建設(株) 4030001051762 管制部庁舎の改修工事 296
一般競争契約
（総合評価）

3 76.9％

日本電気(株) 7010401022916 管制用気象装置の製造 179
一般競争契約
（総合評価）

1 99.8％

8 6010005012249
管制用衛星システムの製
造にかかる監督補助

106
一般競争契約
（最低価格）

3 98.1％B
(一財)航空保
安無線システ
ム協会

6 7010401022916
管制用衛星システムの製
造

886
一般競争契約
（最低価格）

1 98.1％

7 9010001081674
衛星センター発電装置の
製造

321
一般競争契約
（最低価格）

2 99.7％

A
(株)エヌ・ティ・
ティ・データ

A 日本電気(株)

D
新潟原動機
(株)

4 2010401044997
広域マルチラテレーション
装置の製造

1,021
一般競争契約
（最低価格）

2 95％

A
沖電気工業
(株)

A 日本電気(株)

A (株)東芝

5 9010601021385
管制情報処理システムの
製造

994
一般競争契約
（総合評価）

1 96.9％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

2 7010401006126 管制卓の製造 3,132
一般競争契約
（最低価格）

1 98.9％

3 7010401022916
管制情報処理システムの
製造

1,134
一般競争契約
（総合評価）

1 96.6％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

(株)エヌ・ティ・
ティ・データ

A

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 9010601021385
管制情報処理システムの
製造

8,100
一般競争契約
（総合評価）

1 98.1％

航空の安全に直結する専門性
が高く市場性の低いシステムの
調達のため、年度当初における
発注説明会の実施や年間調達
計画の公開を実施することによ
り、入札参加を促進する。

1

4

5

2

3

須賀工業(株) 1010501032696
管制部空気調和設備の設
置工事

115
一般競争契約
（総合評価）

1 96.6％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8

9

6

7

日本電気(株) 7010401022916
管制用気象装置の検証作
業

1
随意契約
（公募）

1 99.8％

12

13

10

11

富士電機(株) 9020001071492
衛星センター電力監視制
御装置の製造

63
一般競争契約
（最低価格）

3 34.1％

富士電機(株) 9020001071492
管制部無停電電源装置の
製造

131
一般競争契約
（最低価格）

4 70.9％

16

17

14

15

(株)日立製作所 7010001008844
管制部電力監視制御装置
の製造

48
一般競争契約
（最低価格）

3 34.5％

20

18

19

ペガサスプラント(株) 1290001016585
管制部発電装置の移設工
事

96
一般競争契約
（総合評価）

2 70％

(株)日立製作所 7010001008844
衛星センター電力監視制
御装置の製造

48
一般競争契約
（最低価格）

2 29％



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

120% 102% 85%

自動車安全特別会計空港整備勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
航空法第３７条

主要政策・施策

961

実施方法

26年度

航空路整備事業（航空保安施設整備） 担当部局庁 航空局　交通管制部 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 交通管制企画課 課長　山腰 俊博

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 167

計

28年度

公共事業

▲ 100

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

・航空機の安全かつ円滑な航空交通の確保のために必要な航空保安施設の更新・改良
・縮退施設の撤去

- -

522

- -

▲ 244

-補正予算

予備費等

当初予算 1,175

244100

625

昭和２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

航空交通の安全確保を最優先としつつ、効率的な運航を確保するため、施設の安定運用に必要な整備を実施する。

前年度から繰越し 315 167

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

670 1,028 1,031 1,771 0

976 994

執行率（％） 93% 95% 96%

社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）

-

1,527

関係する計画、
通知等

0

1,527

0

0

事業番号 0260

交通安全対策

29年度当初予算

1,527

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

航空路整備事業費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「今後の空港及び航空保安施設の整備及び運営に関する方策について」航空分科会（平成19年6月21日）答申
（http://www.mlit.go.jp/singikai/koutusin/koku/tousinn2.pdf）

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

7

-

6

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

1 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

ＩＣＡＯ Safety Management Manual(Doc9859）
（https://www.icao.int）

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

箇所

活動指標

計算式
百万円/箇
所

-

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

VOR施設の縮退活動実績数

-

29年度活動見込

16.4 14.6 -

活動実績

28年度

百万円

活動実績 箇所

当初見込み 箇所

単位

計画開始時

老朽化した航空保安施設の更新整備数

28年度 29年度

達成度 ％

- - -

単位
-

箇所

117/8

％

老朽化による施設停止割
合10のマイナス5乗未満
（サービス提供率99.999%以
上）を常に満足させる

定量的な成果目標

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

施設のサービス提供率

箇所

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

-

単位

施設縮退にかかる事業費（年度毎）／縮退実施箇所数
（年度毎）

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成32年度までに、53施設
（平成22年度）のＶOR（超
短波全方向式無線標識）施
設を33施設縮減

施設の縮減数

成果実績 箇所

目標値

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

3 9 9

115/7

27年度

- 

改革
項目

分野： -

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

航空保安施設は航空機の運航に必要不可欠な施設のため、更新・改良により航空機の安全かつ円滑な航空交通を確保することは、航空交通ネット
ワークの強化の前提となる。

-

- -
定量的指標

-

100

-

63.6 87.9 87.9 - -

- 33

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

-

-

達成度

100

-

100

年度 年度-

32 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

21 29 29 - -

- - -

26年度

4 10 14

7 8 0

27年度 28年度

7 8 0

年度

26年度

26年度

実績値 － -

単位

－

施策 ２４　航空交通ネットワークを強化する

政策 ６　国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



事業番号 事業名所管府省名

○

国が直接支出していることから、妥当である。

航空ネットワーク全体を維持するために必要な施設整備で
あり、国自らが実施すべき事業。

○

評　価項　　目

航空機の安全運航のために施設整備を求められている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

事業目的に即した支出である。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

引き続き、効率的な予算執行に向けた更なる競争性の確保について検討する。

航空交通の安全確保に不可欠な整備のみ実施し、航空機側の技術進歩に合わせた縮退を図り、効率的、効果的な執行に努めている。

‐

事業目的に即して十分活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

資材選定等にあたり、費用比較を実施しており、事業実施に
あたり、効果的・低コストで実施出来ている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

航空機の安全運航に必要な事業であり優先度が高い。

積算基準等により算出されており、妥当。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

新技術の導入により、既存施設を廃止することでコストを縮
減。

行政事業レビュー推進チームの所見

施設の安定運用を担保しつつ、既存施設の縮減を図ってい
る。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

見込みとおり実施している。

平成25年度行政事業レビュー公開プロセス対象事業
結果：「事業内容の改善」
とりまとめコメント：
・航空保安施設の維持更新費用や利用者側のコスト縮減効果など効率化の観点が反映された成果指標を設定し、VORの縮退を着実に進めるべき。その際、航
行援助施設利用料を含めて、受益者負担のあり方に留意すべき。
・施設の撤去・更新にあたっては、調達の競争性を高め、一層のコスト縮減に取り組むべき。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

高い執行率であり、検討の対象外。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

航空サービス対価であり、妥当。

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

396

265

271

368

258

389

263平成25年度 平成26年度 平成27年度

458

平成23年度

金　額
(百万円）

A.　日本電気（株）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

工事の実施及び工事に係る設計

使　途

事業費

B.　東京航空局
金　額

(百万円）

213

平成22年度

費　目 使　途

計 213 計 458

事業費 航空保安施設用局舎の改良工事 123

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費航空保安施設の機器製造・購入

費　目

C.　（株）シマ D.

費　目 使　途

計 123 計 0

国土交通省

994百万円

予算配分・地方局

への助言等

A.民間企業

（4社）

285百万円

機器製造、購入

等

【一般競争入札（最低価格）等】

B.地方航空局等

（3機関）

708百万円

工事の実施及び工

事にかかる設計等

C.民間企業等

（53社）

708百万円

【一般競争入札（最低価格）等】

工事・設計等



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

（株）リバフィー通研 8020001067244 航空保安施設の設置工事 4
一般競争契約
（最低価格）

1 95.8％

（株）青沼工務店 5010001131375
航空保安施設用鉄塔の撤
去工事

26
一般競争契約
（総合評価）

1 99.4％

（株）リバフィー通研 8020001067244 航空保安施設の設置工事 18
一般競争契約
（総合評価）

2 92.2％

（株）リバフィー通研 8020001067244 航空保安施設の撤去工事 2
随意契約
（少額）

3 93.5％

（株）エーブィテック 2370001004770 航空保安施設の設置工事 23
一般競争契約
（総合評価）

4 94.6％

協和テクノロジィズ
（株）

9120001062993 航空保安施設の設置工事 54
一般競争契約
（総合評価）

3 96％

ヤンマー（株） 1010001059488
航空保安施設用発電装置
の設置工事

39
一般競争契約
（最低価格）

1 91.6％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エーブィテック 2370001004770 航空保安施設の設置工事 40
一般競争契約
（総合評価）

2 78％

日本電気（株）

日本電気（株）

（株）東芝

（株）信光

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

5 1 97.4％

4

1 98.4％

1

2010401044997

7020001095287

7010001064648

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

1 99.6％

2

3

2 98.7％

法　人　番　号

7010401022916

7010401022916 174

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（最低価格）

2 98.5％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

航空保安施設の機器製造

航空保安施設の部品の購
入

航空保安施設の機器製造

航空保安施設の部品の購
入

航空保安情報ネットワーク
サービスの調達

2

-

大阪航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計

247

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京航空局 2000012100001
工事の実施及び工事に係
る設計

458 -

- -

技術管理センター 2000012100001
航空保安施設用計測器の
購入

3 - -

3

4

1

2

（株）シマ 3120001001940
航空保安施設局舎の改良
工事

123
一般競争契約
（総合評価）

1 94.1％

7

8

5

6

日本電業工作（株） 3010001033466 航空保安施設の設置工事 46
一般競争契約
（総合評価）

1 94.9％

11

12

9

10

矢野建設（株） 5120001091187
航空保安施設用鉄塔の撤
去工事

25
一般競争契約
（総合評価）

4 93.5％

（株）加藤電気工業
所

4011501000995 航空保安施設の設置工事 30
国庫債務負担

行為等
3 91.2％

13 横信建材工業（株） 4050001007374
航空保安施設用鉄塔の撤
去工事

24
一般競争契約
（総合評価）

4 80.1％

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

39

62

7

一般競争契約
（総合評価）

3



（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

39% 49% 79%

自動車安全特別会計空港整備勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する
法律（平成25年法律第67号）

主要政策・施策

574

実施方法

26年度

国管理空港の経営改革の推進 担当部局庁 航空局　航空ネットワーク部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室
航空ネットワーク企画課
（空港経営改革推進室）

課長　宮澤　康一

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

公共事業

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

　国管理空港の経営改革については、地域の実情に応じた空港運営の効率化を通じた地域の活性化を図るため、PFI法の「公共施設等運営権制度」を活用し
た民間委託手法を空港管理形態の1つの選択肢として追加し、空港の民間委託を可能とするものである。
　先行的に運営委託の検討が進められている仙台空港については、公共施設等運営権を活用して、平成28年7月より民間事業者による空港運営が開始され
た。仙台空港に続く空港についても、公共施設等運営権制度の活用による運営委託事業における各種論点等について検討・整理するとともに、実施方針、要
求水準書、実施契約書等の公募書類等の作成、空港ビル等の経営一体化推進のための調査等を実施する。

-

561

- -

▲ 60

-補正予算

予備費等

当初予算 582

60-

216

平成２４年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国管理空港は、滑走路等（国）と空港ビル等（民間）の運営主体が分離していることや空港整備勘定による全国プール管理により運営されていること等から、
着陸料等の引き下げによる就航路線や便数の拡大といった地域の特性やニーズに対応した空港運営が困難な状況となっている。
　国管理空港の経営改革を推進し、空港経営の一体化、空港運営の民間委託により、地域の実情に応じた民間による空港経営の一体化を可能とすることに
より、空港を核とした地域活性化に資することを目的としている。

前年度から繰越し - -

平成２９年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

561 574 522 659 0

281 458

執行率（％） 39% 49% 88%

日本再興戦略2016（平成28年6月2日）

-

599

関係する計画、
通知等

0

599

0

0

事業番号 0261

-

29年度当初予算

599

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

空港整備事業費

その他

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由30年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

8

8

9

9

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン　平成２８年５月１８日　民間資金等活用事業推進会議
http://www8.cao.go.jp/pfi/whatsnew/kiji/pdf/actionplan28_2.pdf

－

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

空港数

計算式
百万円/空
港数

82

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

659百万円
/8空港

29年度活動見込

72 94 57

活動実績

28年度

百万円

単位

計画開始時

空港経営改革に係る支出をしている空港数

28年度 29年度

- - -

単位
-

空港数

281百万円
/3空港

％

国管理空港の経営改革に
ついて、平成28年度までに
１件の空港で民間委託を実
現する

年度

- -

目標値 －

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

民間委託が行われた空港
の件数

中間目標
定量的な成果目標

－

単位

執行額（百万円）／空港経営改革に係る支出をしている
空港数

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

－

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

空港数
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 空港数

3 3 8

216百万円
/3空港

27年度

458百万円
/8空港

改革
項目

分野： - －

-

ＫＰＩ
（第一階層）

－

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国管理空港は、滑走路等（国）と空港ビル等（民間）の運営主体が分離していることや空港整備勘定による全国プール管理により運営されていること
等から、着陸料等の引き下げによる就航路線や便数の拡大といった地域の特性やニーズに対応した空港運営が困難な状況となっている。
　国管理空港の経営改革を推進することにより、空港経営の一体化、空港運営の民間委託により、地域の実情に応じた民間による空港経営の一体
化を通じて、就航路線や便数の拡大など、航空交通ネットワークの強化や空港を核とした地域活性化に資するものである。

-

- -
定量的指標

1

1

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

0 100

-

1 -

-

0達成度

-

-

年度 年度28

3 3 8

年度

26年度

26年度

実績値 － -

単位

－

施策 (24)航空交通ネットワークを強化する

政策 ６．国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

－

成果実績 － - - - - -

目標値 － - - - - -

達成度 ％ - - - - -
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本事業は、地域の意見を踏まえて進めることとしているとこ
ろ、関係者との合意形成に時間を要したため、繰越が発生し
た。

事業番号 事業名所管府省名

○

競争入札等を実施することで、透明性・公平性・競争性の確
保に努めている。

本事業は国管理空港を対象としていることから、国が実施す
べき事業である。

○

評　価項　　目

国管理空港の経営改革を実現することで、就航路線・便数
の拡大や利用者数の増大等を通じた地域経済の活性化や、
利用者利便の向上等が期待されるため、社会的ニーズは高
い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

競争入札等を実施することで、透明性・公平性・競争性の確
保に努めている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

本事業によって、仙台空港については平成28年７月から民間事業者による運営が開始し、他の国管理空港についても空港経営改革の実現に
向けた検討が進められることとなった。また、予算執行については、透明性・公平性・競争性の確保に引き続き努める。

国管理空港の経営改革を実現することで、就航路線・便数の拡大や利用者数の増大等を通じた地域経済の活性化や、利用者利便の向上等
が期待される。また、仙台空港については平成28年７月から民間事業者による運営が開始し、他の国管理空港でも空港経営改革の検討が進
んでいる状況であり、早期の空港運営の民間委託の実現に向けて、引き続き検討を進めていくことが必要である。
資金の流れや使途についても、競争入札等を実施することにより、競争性が確保され、適切に支出しているが、引き続き効率的・効果的な予算
執行に向けた取組を検討する。

‐

成果物については、国管理空港の経営改革に十分に活用さ
れている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

本事業の成果物は国管理空港の経営改革に十分に活用さ
れており、空港経営改革の早期実現に向けて効果的に実施
されている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

競争入札等の実施により透明性・公平性・競争性の確保に
努めるとともに、第三者機関の入札監視委員会の活用など
により、一者応札等の改善を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

成長戦略改定（平成26年6月24日閣議決定）等に盛り込まれ
る等政府の主要政策としても位置づけられているとともに、
上段でも記載したように社会的ニーズの高いことから、積極
的に実施していくべき事業である。

競争入札等を実施することで、透明性・公平性・競争性の確
保に努めている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

‐

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

先行している仙台空港の情報を基に、他の空港における資
料作成等の参考にする等、効率化に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

これまでに空港施設等の現況把握、公募書類等の作成、経
営一体化の推進のための調査等を行った結果、先行する仙
台空港については民間事業者による運営が開始される等、
空港経営改革の実現に向けて着実に進捗している。

備考

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

これまでに空港施設等の現況把握、公募書類等の作成、経
営一体化の推進のための調査等を行った結果、先行する仙
台空港については民間事業者による運営が開始される等、
空港経営改革の実現に向けて着実に進捗している。

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

本事業は、地域の意見を踏まえて進めることとしているとこ
ろ、関係者との合意形成に時間を要し、地元自治体等との合
意まで至らなかったため、不用が発生した。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

－

267

272

新24-2042

259

1035

264平成25年度 平成26年度 平成27年度

新日本有限責任監
査法人

新日本有限責任監
査法人

新日本有限責任監
査法人

新日本有限責任監
査法人

有限責任あずさ監査
法人

(株)日本経済研究所

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

平成23年度

事業費

金　額
(百万円）

A.新日本有限責任監査法人

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

平成24年度

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

事業費
高松空港運営事業の公募等に関する総合
アドバイザー業務等の請負

91

使　途

事業費

北海道内の空港のターミナルビル会社等の
不動産・財務状況のデューデリジェンス等に

59

事業費
仙台空港運営事業の公募等に関する総合
アドバイザー業務等の請負

B.
金　額

(百万円）

142

平成22年度

費　目 使　途

16

計 308 計 0

北海道内空港運営事業の公募等に関する
総合アドバイザー業務等の請負

費　目

5 3 99.9％

4

1 99.8％

随意契約
（企画競争）

6

1

1 99.5％

1010005005059

1010005005059

3011105000996

6010001032853

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

1 99.3％

2

3

2 99.9％

法　人　番　号

1010005005059

1010005005059 142

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

3 99.2％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

北海道内空港運営事業の
公募等に関する総合アドバ
イザー業務等の請負

高松空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ
ザー業務等の請負

北海道内の空港のターミナ
ルビル会社等の不動産・財
務状況のデューデリジェン
ス等に関する調査委託業
務

仙台空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ
ザー業務等の請負

福岡空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ
ザー業務等の請負

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

91

59

16

随意契約
（企画競争）

120

静岡空港等の地方管理空
港民間委託支援に係るモ
デル事業に関する総合アド
バイザー業務等の請負

30

国土交通省

458百万円

国管理空港の経

営改革の推進

A.民間企業 （3社）

458百万円

【 随意契約（企画競争） 】

経営改革の推進に関

する調査・検討



別紙３

I

30

29

28

21

20

19

24

23

22

27

26

25

12

11

10

15

14

13

18

17

16

6

5

4
新日本有限責任監
査法人

1010005005059
北海道内の空港のターミナ
ルビル会社等の不動産・財

59
随意契約
（企画競争）

3 99.2％

(株)日本経済研究所 6010001032853
静岡空港等の地方管理空
港民間委託支援に係るモ

30
随意契約
（企画競争）

1

9

8

7

99.5％

新日本有限責任監
査法人

1010005005059
仙台空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ

16
随意契約
（企画競争）

1 99.3％

新日本有限責任監
査法人

1010005005059
北海道内空港運営事業の
公募等に関する総合アドバ

142
随意契約
（企画競争）

2 99.9％

有限責任あずさ監査
法人

3011105000996
福岡空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ

120
随意契約
（企画競争）

3 99.9％

新日本有限責任監
査法人

1010005005059
高松空港運営事業の公募
等に関する総合アドバイ

91
随意契約
（企画競争）

1 99.8％3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


